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製品・サービス分野で技術的な新規性を持つ新製品・サービスを生み出した企業は全体の 4 分の 1 強、新工
程を生み出した企業は 5 分の 1 程度であった。 
研究開発の国際展開について、海外に研究開発拠点を持つ企業の割合は昨年度と比べて若干増加して







National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) has annually conducted 
the Survey on Research Activities of Private Corporations in Japan since FY1968. The FY2011 
survey mainly focuses on the following six topics; (i) the trend of R&D expenses and staffs, (ii) 
patenting activities (including the management of trade secret), (iii) innovation process (from the 
viewpoint of the introduction of new products or services and their profit performance), (iv) 
internationalization of R&D activities, (v) the impact of M&A on the R&D activities, and (vi) the 
use of R&D investment tax credit system. The 1,263 corporations, out of 3,443 objects, responded 
to the survey. 
As the result, both the input and output of R&D activities, R&D expenses/staffs and 
patent applications, showed a downward trend. About 28 % of the respondents introduced new 
products or services with technological novelty, and about 22 % developed new production 
methods. 
 As for the internationalization of R&D activities, the percentage of the respondents 
having overseas R&D facility was 13 %, a small increase from last year. We found that the M&As 
between other corporations, regardless of their types, significantly affected the corporations’ R&D 
activities such as a development of new technologies. Finally, concerning R&D investment tax 
credit system, just 3.4 % of the respondents had an experience of using the system. We found that, 
while the satisfactions of the users were relatively high, about the half of the respondents that are 
eligible to use the system were unable to do so due to the institutional constraints and more than 
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研究開発活動の実施状況をみると、社内研究開発費が 1 社あたり 41 億 3,840 万円、外部支出研究費が
10 億 5,390 万円であった（表 1）。今年度と昨年度の両方に回答した企業で比較すると、1 社当たりの平均社
内研究開発費は、約 7.7%の減少となっており、資本金規模に関係なく減少している（表 2）。 
 




















等への支出総額の約 7 倍となった。 
 





N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 286 470.7 113 288 621.4 112.5
10億円以上100億円未満 287 966.4 324 285 1221.1 300
100億円以上 180 16580.5 3775 180 17505.5 3932.5
合計 753 4510.6 314 753 4884.4 300
2010年度 2009年度
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 480 348.5 100.0 205 121.1 5.0
10億円以上100億円未満 431 1947.3 323.0 226 153.8 6.4
100億円以上 235 15898.3 3580.0 183 3210.5 70.6





















1億円以上10億円未満 198 9.4% 7.8% 53.2% 6.5% 77.0% 1.4% 12.7% 8.9% 0.1% 23.0% 100.0%
10億円以上100億円未満 220 6.1% 38.9% 38.9% 3.3% 87.2% 0.4% 8.3% 4.0% 0.0% 12.8% 100.0%
100億円以上 169 1.6% 36.4% 27.8% 6.8% 72.7% 0.3% 25.6% 1.4% 0.1% 27.3% 100.0%





・研究開発者が従業員に占める割合は 1社平均 11.0％ 
研究開発活動における重要な投入資源のひとつである研究開発者が従業員数に占める割合は 11.0%であ
った（表 4）。研究開発者のうち、博士号取得者は 6.6%、外国籍研究開発者は 0.6%、女性研究開発者は
9.7%である（表 5）。 
 
表 4. 資本金階級別 研究開発者比率 
N 研究開発者比率 従業員数
（人）
1億円以上10億円未満 446 12.1% 293.1
10億円以上100億円未満 365 9.4% 746.7
100億円以上 159 11.7% 4788.8
合計 970 11.0% 1200.7
注：主要業種の正社員数、非正社員数、研究開発者数すべてに回答した企業のみを集計対象とした。  
 




を用いてこの間の変化をみると、研究開発者数は 1 社当たり平均して 150.2 人から 152.4 人へと若干の増加
傾向を示していた。博士号取得者数はこの間に若干の増加がみられた（表 6）。 
 








の 53.8%であり、4 割以上の企業は研究開発者を 1 人も採用していなかった。博士課程修了者、ポストドクター
等経験者、外国籍研究開発者については、いずれも回答企業全体の 9 割以上の企業が 1 人も採用をしてい







1億円以上10億円未満 425 5.5% 0.6% 11.0%
10億円以上100億円未満 387 6.3% 0.5% 9.0%
100億円以上 205 9.3% 0.6% 8.5%



















2009 664 150.2 7.7 1.0 12.0 7.2% 0.5% 9.8%






















2010 年度 1 社あたり国内特許出願数…66.2 件 
2010 年度末時点での権利所有数…295.1 件 

























研究開発者全体（新卒・中途を含む） 1051 565 53.8%
新卒者 1051 509 48.4%
新卒の学士号取得者 1051 226 21.5%
新卒の修士号取得者 1051 395 37.6%
新卒の博士課程修了者 1051 69 6.6%
ポストドクター等経験者 1051 25 2.4%
外国籍研究開発者 1051 54 5.1%










































































1億円以上10億円未満 393 27.7% 391 36.1% 274 36.3
10億円以上100億円未満 400 47.8% 392 39.8% 301 35.4
100億円以上 237 77.2% 231 63.6% 143 34.1


































































本調査では、主力製品・サービス分野における 2008 年度と 2010 年度の売上高・営業利益率を尋ねている。
この間のこれら指標の変化をみると、売上高について資本金 1 億円以上 10 億円未満の企業がわずかに平均
で増加を示すほかは、いずれの資本金階級でも売上高を減少させている。営業利益率については、企業規模
にかかわりなく増加させていることが明らかになった（表 9、表 10）。 
 





















N 平均値（A) 中央値（B) N 平均値（C) 中央値（D)
1億円以上10億円未満 414 7.0% 4.0% 422 8.4% 5.0% 1.4% 1.0%
10億円以上100億円未満 338 6.0% 3.0% 340 7.7% 5.0% 1.7% 2.0%
100億円以上 158 4.8% 3.0% 159 7.3% 5.0% 2.5% 2.0%
合計 910 6.2% 4.0% 921 7.9% 5.0% 1.7% 1.0%
08利益率 10利益率 C-A D-B
N 平均値（A) 中央値（B) N 平均値（C) 中央値（D)
1億円以上10億円未満 457 9519.6 3451.0 462 9582.3 3245.0 62.7 -206.0
10億円以上100億円未満 377 29336.3 17573.0 379 27917.5 15798.0 -1418.8 -1775.0
100億円以上 196 426897.4 154679.0 197 379211.2 142237.0 -47686.2 -12442.0
合計 1030 96196.2 10913.5 1038 86428.1 9889.0 -9768.1 -1024.5
08売上高 10売上高 C-A D-B
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ことに鑑み、2008 年度調査より対象企業の資本金階級を 1 億円以上の階級まで拡張している。本調査では、
昨年度の科学技術研究調査によって社内で研究開発を実施していることが把握された企業のうち資本金 1 億




 本調査は、2012 年 2 月から 3 月にかけて郵送法および web 法による質問票調査として実施した。 
 調査時点は、売上高、営業利益高、研究開発費等の財務関係事項については 2010 年会計年度とし、従業
員数、研究開発者数等の人事関係事項については 2010 年度末時点とした。 
調査対象事項について、中期的な期間内での実績や変化を調査する際の対象期間は、過去 3 年間（2008
年度から 2010 年度までの 3 年間）とした。合併・買収の実施については、2008 年 1 月から 2010 年 12 月ま





日本標準産業分類が 2007 年 11 月に改定されたことに伴い、2009 年度調査より、主要業種分類は、表 1-1





表 1-1. 主要業種の分類 





































































































Ⅰ．企業の基礎情報    -（ⅰ）① 
Ⅱ．研究開発活動と成果に関する基礎情報  -（ⅰ）① 
Ⅲ．研究開発者の雇用状況   -（ⅰ）① 
Ⅳ．知的財産活動への取り組み   -（ⅰ）① 
Ⅴ．主力製品・サービスと市場の特徴   -（ⅰ）① 
Ⅵ．特別試験研究に係る税額控除制度の利用状況 -（ⅱ）③ 
Ⅶ．研究開発と利益確保の手段   -（ⅲ）③ 
Ⅷ．研究開発の国際展開    -（ⅲ）② 








 本調査の当初質問票送付数は、前述の調査対象企業 3,443 社であるが、うち 55 社は合併・買収、解散等の
事由により調査実施時に消滅しており、調査票が送達されなかった。また、資本金が変更となり 1 億円未満とな




































 質問票の回収状況を資本金階級別にみると（表 1-3）、もっとも回収率が高い階級は 100 億円以上の企業で
あり、45.8%であった。 
 





送付数 非該当数 修正送付数 回答企業数 修正回収率
A B C D D/C
１億円以上10億円未満 1535 34 1501 549 36.6%
10億円以上100億円未満 1338 18 1320 458 34.7%
100億円以上 570 11 559 256 45.8%
合計 3443 63 3380 1263 37.4%
送付数 非該当数 修正送付数 回答企業数 修正回収率
A B C D D/C
1 農林水産業 8 0 8 6 75.0%
2 鉱業・採石業・砂利採取業 9 0 9 6 66.7%
3 建設業 151 0 151 89 58.9%
4 食料品製造業 232 2 230 90 39.1%
5 繊維工業 67 0 67 20 29.9%
6 ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 42 0 42 12 28.6%
7 印刷・同関連業 16 0 16 6 37.5%
8 医薬品製造業 132 2 130 40 30.8%
9 総合化学工業 179 2 177 73 41.2%
10 油脂・塗料製造業 72 1 71 22 31.0%
11 その他化学工業 94 1 93 49 52.7%
12 石油製品・石炭製品製造業 30 1 29 13 44.8%
13 プラスチック製品製造業 104 3 101 36 35.6%
14 ゴム製品製造業 57 0 57 15 26.3%
15 窯業・土石製品製造業 110 2 108 46 42.6%
16 鉄鋼業 83 3 80 45 56.3%
17 非鉄金属製造業 69 0 69 34 49.3%
18 金属製品製造業 115 4 111 39 35.1%
19 はん用機械器具製造業 109 0 109 32 29.4%
20 生産用機械器具製造業 306 5 301 100 33.2%
21 業務用機械器具製造業 144 4 140 43 30.7%
22 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 152 8 144 36 25.0%
23 電子応用･電気計測機器製造業 60 0 60 22 36.7%
24 その他の電気機械器具製造業 166 3 163 65 39.9%
25 情報通信機械器具製造業 140 4 136 45 33.1%
26 自動車・同付属品製造業 146 0 146 63 43.2%
27 その他の輸送用機械器具製造業 34 1 33 13 39.4%
28 その他の製造業 113 1 112 45 40.2%
29 電気･ガス･熱供給・水道業 21 0 21 16 76.2%
30 通信業 11 2 9 4 44.4%
31 放送業 7 0 7 0 0.0%
32 情報サービス業 196 5 191 48 25.1%
33 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 9 0 9 4 44.4%
34 運輸業・郵便業 16 0 16 6 37.5%
35 卸売業・小売業 106 3 103 32 31.1%
36 金融業・保険業 10 0 10 2 20.0%
37 学術・開発研究機関 53 4 49 15 30.6%
38 専門サービス業 24 1 23 8 34.8%
39 技術サービス業 40 1 39 17 43.6%
40 その他のサービス業 10 0 10 2 20.0%
41 その他の業種 0 0 0 4 -












売業（ともに 18.8%）等で高くなっている。表 2-2 はこれを資本金階級別にみたものである。不実施企業は資本
金１億円以上 10 億円未満の階級で多くみられ、43 社（7.8%）が研究開発を実施していないと回答している。 
 
表 2-1. 業種別 研究開発活動の実施状況 
 
 
N 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
農林水産業 6 4 66.7% 1 16.7% 0 0.0% 1 16.7%
鉱業・採石業・砂利採取業 6 5 83.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 16.7%
建設業 89 65 73.0% 18 20.2% 1 1.1% 5 5.6%
食料品製造業 90 69 76.7% 21 23.3% 0 0.0% 0 0.0%
繊維工業 20 17 85.0% 2 10.0% 0 0.0% 1 5.0%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 12 6 50.0% 3 25.0% 0 0.0% 3 25.0%
印刷・同関連業 6 4 66.7% 1 16.7% 0 0.0% 1 16.7%
医薬品製造業 40 35 87.5% 4 10.0% 1 2.5% 0 0.0%
総合化学工業 73 56 76.7% 15 20.5% 0 0.0% 2 2.7%
油脂・塗料製造業 22 20 90.9% 2 9.1% 0 0.0% 0 0.0%
その他化学工業 49 46 93.9% 2 4.1% 0 0.0% 1 2.0%
石油製品・石炭製品製造業 13 9 69.2% 4 30.8% 0 0.0% 0 0.0%
プラスチック製品製造業 36 25 69.4% 9 25.0% 0 0.0% 2 5.6%
ゴム製品製造業 15 11 73.3% 2 13.3% 0 0.0% 2 13.3%
窯業・土石製品製造業 46 34 73.9% 10 21.7% 0 0.0% 2 4.3%
鉄鋼業 45 35 77.8% 9 20.0% 0 0.0% 1 2.2%
非鉄金属製造業 34 29 85.3% 3 8.8% 0 0.0% 2 5.9%
金属製品製造業 39 23 59.0% 14 35.9% 0 0.0% 2 5.1%
はん用機械器具製造業 32 25 78.1% 6 18.8% 0 0.0% 1 3.1%
生産用機械器具製造業 100 76 76.0% 19 19.0% 1 1.0% 4 4.0%
業務用機械器具製造業 43 34 79.1% 8 18.6% 0 0.0% 1 2.3%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 36 27 75.0% 6 16.7% 0 0.0% 3 8.3%
電子応用･電気計測機器製造業 22 19 86.4% 3 13.6% 0 0.0% 0 0.0%
その他の電気機械器具製造業 65 50 76.9% 13 20.0% 0 0.0% 2 3.1%
情報通信機械器具製造業 45 35 77.8% 8 17.8% 0 0.0% 2 4.4%
自動車・同付属品製造業 63 47 74.6% 13 20.6% 0 0.0% 3 4.8%
その他の輸送用機械器具製造業 13 10 76.9% 2 15.4% 1 7.7% 0 0.0%
その他の製造業 45 32 71.1% 11 24.4% 0 0.0% 2 4.4%
電気･ガス･熱供給・水道業 16 15 93.8% 0 0.0% 0 0.0% 1 6.3%
通信業 4 3 75.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%
放送業 0 - - - - - - - -
情報サービス業 48 28 58.3% 11 22.9% 0 0.0% 9 18.8%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 4 1 25.0% 2 50.0% 0 0.0% 1 25.0%
運輸業・郵便業 6 5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0%
卸売業・小売業 32 21 65.6% 5 15.6% 0 0.0% 6 18.8%
金融業・保険業 2 X X X X X X X X
学術・開発研究機関 15 13 86.7% 2 13.3% 0 0.0% 0 0.0%
専門サービス業 8 5 62.5% 1 12.5% 0 0.0% 2 25.0%
技術サービス業 17 12 70.6% 4 23.5% 0 0.0% 1 5.9%
その他のサービス業 2 X X X X X X X X
その他の業種 4 3 75.0% 1 25.0% 0 0.0% 0 0.0%





表 2-2. 資本金階級別 研究開発活動の実施状況 
 
 
研究開発活動の実施状況は、社内外で実施している企業が 956 社（回答企業全体の 75.7%）、社内のみで
実施が 237 社（同 18.8%）。社外のみで実施が 5 社（同 0.4%）となっている。 
研究開発を社内のみで実施するか、社内外で実施するかは、業種ごとに異なった傾向を示している。業種








本金階級が大きくなるにしたがい高くなっている。資本金階級が１億円以上 10 億円未満の企業では 68.7%の
企業が社内外で研究開発を実施しているのに対し、100 億円以上の企業では、その比率は 90.6%に達する。
その一方で、社内のみで研究開発活動を実施する企業の割合は、資本金階級が大きくになるにしたがい低く
なっている。資本金階級が 1 億円以上 10 億円未満の企業のうち、社内のみで研究開発活動を実施する企業















N 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
1億円以上10億円未満 549 377 68.7% 125 22.8% 4 0.7% 43 7.8%
10億円以上100億円未満 458 347 75.8% 93 20.3% 1 0.2% 17 3.7%
100億円以上 256 232 90.6% 19 7.4% 0 0.0% 5 2.0%
合計 1263 956 75.7% 237 18.8% 5 0.4% 65 5.1%
注：回答した企業の割合を示す










正社員割合は低下していることがわかる。1 億円以上 10 億円未満の企業における主要業種の正社員割合は
90%を超えているのに対し、10 億円以上 100 億円未満の企業では、88.8%となり、100 億円以上の企業では、
この比率は 76.6%まで下がる。 
 
























































員数の全社規模は 1 社平均で 1,172.0 人であるのに対し、非正社員は 224.9 人となり、社員総数の 83.9%が
正社員となっている。これを主要業種でみると、正社員は 946.6 人、非正社員は 177.3 人で、社員総数に占め
る正社員の割合は 84.2%となり、正社員と非正社員の割合は全社か主要業種かに関わらず、ほぼ同じになっ
ている。昨年度調査において尋ねた同項目の結果（Ｎ＝991）では、全社の正社員数および非正社員数の平
均は 1,222.3 人と 240.6 人、主要業種の正社員数と非正社員数は 1,033.1 人、183.8 人、正社員の割合は全
社・主要業種ともに 84.9%となっており、顕著な変化はみられない。 





社員の割合が高くなっている。全社の正社員割合をみると、資本金 1 億円以上 10 億円未満の企業では










表 2-5. 業種別 正社員・非正社員数（平均値） 
 
 















農林水産業 6 386.2 474.5 44.9% 349.0 445.2 43.9%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 229.2 20.2 91.9% 211.4 14.8 93.5%
建設業 70 1,672.9 136.5 92.5% 1,583.8 125.3 92.7%
食料品製造業 72 1,262.6 805.2 61.1% 853.0 573.3 59.8%
繊維工業 17 689.9 144.5 82.7% 647.6 131.6 83.1%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 10 1,248.7 269.2 82.3% 1,209.1 256.9 82.5%
印刷・同関連業 4 886.3 125.8 87.6% 868.8 118.3 88.0%
医薬品製造業 32 712.9 93.7 88.4% 666.2 77.8 89.5%
総合化学工業 59 594.5 106.1 84.9% 422.3 68.8 86.0%
油脂・塗料製造業 17 1,171.0 129.1 90.1% 724.6 68.5 91.4%
その他化学工業 41 294.5 60.3 83.0% 257.3 53.6 82.8%
石油製品・石炭製品製造業 11 540.3 60.5 89.9% 304.6 51.6 85.5%
プラスチック製品製造業 32 613.8 106.2 85.3% 480.1 86.5 84.7%
ゴム製品製造業 11 1,356.7 332.1 80.3% 1,140.9 298.8 79.2%
窯業・土石製品製造業 36 428.3 86.6 83.2% 282.8 62.8 81.8%
鉄鋼業 34 1,084.3 65.5 94.3% 1,001.8 55.4 94.8%
非鉄金属製造業 28 2,591.4 520.7 83.3% 866.5 138.2 86.2%
金属製品製造業 35 511.1 69.6 88.0% 490.0 61.0 88.9%
はん用機械器具製造業 30 1,009.5 152.8 86.9% 871.9 132.9 86.8%
生産用機械器具製造業 85 525.7 77.7 87.1% 403.8 66.2 85.9%
業務用機械器具製造業 33 1,191.5 174.8 87.2% 817.5 145.4 84.9%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 30 2,895.3 638.6 81.9% 2,251.4 616.9 78.5%
電子応用･電気計測機器製造業 19 594.1 63.1 90.4% 537.4 58.1 90.2%
その他の電気機械器具製造業 48 1,187.7 204.5 85.3% 703.6 105.1 87.0%
情報通信機械器具製造業 37 941.9 294.7 76.2% 926.2 277.7 76.9%
自動車・同付属品製造業 52 3,115.1 478.9 86.7% 2,681.0 421.3 86.4%
その他の輸送用機械器具製造業 10 1,642.0 327.6 83.4% 748.1 259.8 74.2%
その他の製造業 37 577.7 98.6 85.4% 561.8 95.9 85.4%
電気･ガス･熱供給・水道業 10 3,736.3 227.8 94.3% 3,689.3 203.1 94.8%
通信業 1 X X X X X X
放送業 0 - - - - - -
情報サービス業 37 484.2 97.5 83.2% 465.7 91.8 83.5%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 4 1,349.8 51.5 96.3% 1,297.3 46.5 96.5%
運輸業・郵便業 4 21,925.3 1,965.0 91.8% 21,769.5 1,901.5 92.0%
卸売業・小売業 28 766.1 115.2 86.9% 747.2 110.3 87.1%
金融業・保険業 2 X X X X X X
学術・開発研究機関 14 166.9 42.4 79.8% 140.5 33.5 80.7%
専門サービス業 7 183.0 36.9 83.2% 168.4 31.7 84.2%
技術サービス業 15 700.1 164.9 80.9% 697.1 164.1 80.9%
その他のサービス業 1 X X X X X X
その他の業種 2 X X X X X X


















1億円以上10億円未満 486 234.8 70.7 76.9% 214.7 63.7 77.1%
10億円以上100億円未満 382 717.4 171.4 80.7% 637.2 155.5 80.4%
100億円以上 158 5,153.9 828.8 86.1% 3,946.1 579.1 87.2%
















くの業種で７割～8 割台の水準にあり、学術・開発研究機関（13.3%）を除いて、すべて 50%を超えている。 
 
表 2-7. 業種別 親会社・子会社の有無 
 
Ｎ 有 無 Ｎ 有 無
農林水産業 6 33.3% 66.7% 5 80.0% 20.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 40.0% 60.0% 6 50.0% 50.0%
建設業 85 43.5% 56.5% 87 82.8% 17.2%
食料品製造業 85 32.9% 67.1% 83 79.5% 20.5%
繊維工業 19 42.1% 57.9% 18 77.8% 22.2%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 12 50.0% 50.0% 12 83.3% 16.7%
印刷・同関連業 6 0.0% 100.0% 6 100.0% 0.0%
医薬品製造業 37 40.5% 59.5% 37 67.6% 32.4%
総合化学工業 73 42.5% 57.5% 71 74.6% 25.4%
油脂・塗料製造業 20 15.0% 85.0% 22 81.8% 18.2%
その他化学工業 45 46.7% 53.3% 47 66.0% 34.0%
石油製品・石炭製品製造業 12 50.0% 50.0% 12 75.0% 25.0%
プラスチック製品製造業 36 36.1% 63.9% 35 82.9% 17.1%
ゴム製品製造業 15 13.3% 86.7% 14 71.4% 28.6%
窯業・土石製品製造業 45 51.1% 48.9% 42 64.3% 35.7%
鉄鋼業 43 34.9% 65.1% 44 79.5% 20.5%
非鉄金属製造業 31 45.2% 54.8% 34 67.6% 32.4%
金属製品製造業 38 31.6% 68.4% 36 61.1% 38.9%
はん用機械器具製造業 31 41.9% 58.1% 31 67.7% 32.3%
生産用機械器具製造業 96 30.2% 69.8% 99 72.7% 27.3%
業務用機械器具製造業 38 23.7% 76.3% 42 71.4% 28.6%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 35 31.4% 68.6% 33 72.7% 27.3%
電子応用･電気計測機器製造業 20 45.0% 55.0% 20 70.0% 30.0%
その他の電気機械器具製造業 63 50.8% 49.2% 63 69.8% 30.2%
情報通信機械器具製造業 42 47.6% 52.4% 44 65.9% 34.1%
自動車・同付属品製造業 62 46.8% 53.2% 62 79.0% 21.0%
その他の輸送用機械器具製造業 12 25.0% 75.0% 12 91.7% 8.3%
その他の製造業 42 38.1% 61.9% 41 73.2% 26.8%
電気･ガス･熱供給・水道業 16 6.3% 93.8% 16 87.5% 12.5%
通信業 4 50.0% 50.0% 4 75.0% 25.0%
放送業 0 - - 0 - -
情報サービス業 45 57.8% 42.2% 45 53.3% 46.7%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 4 50.0% 50.0% 4 100.0% 0.0%
運輸業・郵便業 6 16.7% 83.3% 6 100.0% 0.0%
卸売業・小売業 32 37.5% 62.5% 31 61.3% 38.7%
金融業・保険業 2 X X 2 X X
学術・開発研究機関 15 73.3% 26.7% 15 13.3% 86.7%
専門サービス業 6 83.3% 16.7% 8 62.5% 37.5%
技術サービス業 16 50.0% 50.0% 16 68.8% 31.3%
その他のサービス業 2 X X 2 X X
その他の業種 4 0.0% 100.0% 4 100.0% 0.0%




表 2-8 は、これを資本金階級別にみたものである。親会社があるとする回答割合は、1 億円以上 10 億円未
満と 10 億円以上 100 億円未満の階級では 4 割前後となっているが、100 億円以上の大規模企業では 2 割
強となっている。 
子会社があるとする回答割合は、1 億円以上 10 億円未満の階級では約 5 割となっているが、10 億円以上
100 億円未満の階級では 83.4%、100 億円以上の階級では 97.6%に達している。 
 なお、回答企業のうち親会社、子会社ともない単独企業は 157 社あり、これは親会社の有無と子会社の有無
の両方に有効回答を提供した企業 1,206 社の 13.0%に当たる。 
 
























業の割合は、規模が大きくなるにつれて低くなっており、1 億円以上 10 億円未満では 48.4％、10 億円以上
Ｎ 有 無 Ｎ 有 無
1億円以上10億円未満 525 42.7% 57.3% 516 50.2% 49.8%
10億円以上100億円未満 436 44.3% 55.7% 441 83.4% 16.6%
100億円以上 245 25.3% 74.7% 254 97.6% 2.4%




100 億円未満は 32.0％、100 億円以上は 17.2％となっている。この傾向は、創業者等が取締役の過半数を占
める割合、10 大株主における創業者等の持株比率についても同様である。 
 






N 該当割合 N 該当割合 N 割合
農林水産業 6 66.7% 6 0.0% 6 40.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 6 33.3% 5 0.0% 6 25.0%
建設業 89 22.5% 89 2.2% 89 11.5%
食料品製造業 89 56.2% 88 5.7% 90 26.3%
繊維工業 20 35.0% 20 10.0% 20 22.8%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 12 25.0% 12 0.0% 12 8.6%
印刷・同関連業 6 66.7% 6 0.0% 6 6.7%
医薬品製造業 40 57.5% 39 10.3% 40 25.7%
総合化学工業 72 23.6% 72 0.0% 73 8.6%
油脂・塗料製造業 22 36.4% 21 4.8% 22 17.7%
その他化学工業 48 41.7% 49 6.1% 49 27.5%
石油製品・石炭製品製造業 13 30.8% 13 7.7% 13 24.6%
プラスチック製品製造業 36 27.8% 35 2.9% 36 15.4%
ゴム製品製造業 15 46.7% 15 0.0% 15 18.6%
窯業・土石製品製造業 46 28.3% 46 4.3% 46 17.0%
鉄鋼業 45 17.8% 45 4.4% 45 12.4%
非鉄金属製造業 34 20.6% 33 0.0% 34 16.5%
金属製品製造業 38 42.1% 39 7.7% 39 26.5%
はん用機械器具製造業 32 37.5% 32 6.3% 32 20.0%
生産用機械器具製造業 100 43.0% 98 6.1% 100 23.7%
業務用機械器具製造業 42 54.8% 42 14.3% 43 26.6%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 36 38.9% 35 0.0% 36 16.6%
電子応用･電気計測機器製造業 22 31.8% 22 4.5% 22 8.4%
その他の電気機械器具製造業 65 35.4% 65 9.2% 65 19.8%
情報通信機械器具製造業 45 31.1% 45 6.7% 45 19.7%
自動車・同付属品製造業 63 34.9% 61 3.3% 63 19.9%
その他の輸送用機械器具製造業 13 38.5% 13 0.0% 13 26.9%
その他の製造業 45 46.7% 44 9.1% 45 27.4%
電気･ガス･熱供給・水道業 16 0.0% 16 0.0% 16 0.0%
通信業 4 0.0% 4 0.0% 4 37.5%
放送業 0 - 0 - 0 -
情報サービス業 47 36.2% 46 0.0% 48 25.1%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 4 25.0% 4 0.0% 4 18.8%
運輸業・郵便業 6 16.7% 6 0.0% 6 0.0%
卸売業・小売業 31 61.3% 30 10.0% 32 30.2%
金融業・保険業 2 X 2 X 2 X
学術・開発研究機関 14 14.3% 14 7.1% 15 16.1%
専門サービス業 8 12.5% 8 0.0% 8 10.0%
技術サービス業 17 11.8% 17 0.0% 17 10.0%
その他のサービス業 2 X 2 X 2 X
その他の業種 4 50.0% 3 X 4 1.7%











表 2-10. 資本金階級別 経営者および株主の構成 
  
N 該当割合 N 該当割合 N 割合
1億円以上10億円未満 543 48.4% 539 10.2% 549 31.3%
10億円以上100億円未満 456 32.0% 452 0.9% 458 13.6%
100億円以上 256 17.2% 251 0.4% 256 4.4%





































 まず、社内研究開発費と外部支出研究開発費について概観しよう（表 3-1、表 3-2）。社内で研究開発を実施
すると回答した企業は、表 2-1 の「社内外で研究開発を実施する」と回答した企業 956 社と、「社内のみで研究
開発を実施する」と回答した企業 237 社をあわせた 1,193 社になる。このうち、社内研究開発費に回答した企
業は 1,146 社となる。この企業を対象に社内研究開発費の平均値を算出すると、1 社あたり 41 億 3,844 万円
であった。 
一方、社外で研究開発を実施する企業は表 2-1 の「社内外で実施」すると回答した企業 956 社と「社外のみ
で実施する」と回答した 5 社をあわせた 961 社になる。このうち、外部支出研究開発費に回答した企業は 614
社となる。この企業を対象に外部支出研究開発費の平均値を算出すると、1 社あたり 10 億 5,390 万円となる。 
なお、研究開発活動を何らかの形で実施している企業 1,198 社の社内研究開発費と外部支出研究開発費
を合わせた研究開発支出総額は、1 社平均で 44 億 9,896 万円であった。 







表 3-1. 業種別 主要業種の 1 社当たり研究開発費（平均値、中央値） 
（単位：百万円）
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
農林水産業 5 146.0 30.0 2 X X
鉱業・採石業・砂利採取業 5 172.2 92.0 3 X X
建設業 82 761.2 196.0 49 22.2 5.4
食料品製造業 83 2777.3 204.0 42 48.5 6.3
繊維工業 17 502.8 237.0 12 26.2 6.2
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 9 1916.4 823.0 4 66.8 10.1
印刷・同関連業 5 2217.8 1319.0 4 17.0 2.2
医薬品製造業 38 5413.3 575.0 31 3367.0 222.0
総合化学工業 69 3778.5 426.0 39 153.1 16.6
油脂・塗料製造業 22 2848.1 252.0 8 26.4 16.0
その他化学工業 45 953.6 435.0 32 68.0 3.9
石油製品・石炭製品製造業 12 2021.2 309.5 8 34.5 3.7
プラスチック製品製造業 34 1110.7 205.0 13 234.1 5.0
ゴム製品製造業 13 10757.2 343.0 7 59.2 24.9
窯業・土石製品製造業 42 752.5 113.0 21 26.1 4.0
鉄鋼業 44 2735.0 183.0 25 61.2 5.3
非鉄金属製造業 32 2231.5 322.5 23 431.8 26.0
金属製品製造業 37 551.2 140.0 10 56.2 4.7
はん用機械器具製造業 30 4357.5 217.0 13 298.8 6.2
生産用機械器具製造業 91 1266.1 201.0 44 149.1 10.3
業務用機械器具製造業 41 2284.5 374.0 15 1717.5 50.5
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 31 6719.4 432.0 17 99.2 7.9
電子応用･電気計測機器製造業 21 1524.6 690.0 11 289.9 71.0
その他の電気機械器具製造業 59 1396.3 272.0 32 40.0 9.8
情報通信機械器具製造業 40 10142.7 585.5 22 342.5 21.7
自動車・同付属品製造業 59 23176.6 703.0 31 9489.0 33.6
その他の輸送用機械器具製造業 12 5068.4 812.5 7 781.0 183.7
その他の製造業 40 825.3 199.5 18 257.2 3.1
電気･ガス･熱供給・水道業 15 4281.6 2867.0 13 5161.3 1681.7
通信業 3 X X 2 X X
放送業 0 - - 0 - -
情報サービス業 37 589.2 98.0 16 333.5 10.1
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 3 X X 1 X X
運輸業・郵便業 6 6332.7 1295.5 3 X X
卸売業・小売業 24 3282.8 60.0 12 1930.6 15.8
金融業・保険業 2 X X 1 X X
学術・開発研究機関 14 34821.3 1798.0 8 406.1 126.5
専門サービス業 6 162.2 122.5 4 19.9 11.4
技術サービス業 15 365.6 53.0 8 43.2 12.0
その他のサービス業 1 X X 2 X X
その他の業種 2 X X 1 X X




表 3-2 は、資本金階級別の集計結果である。社内研究開発費の 1 社平均値は、1 億円以上 10 億円未満
階級で 3 億 4,850 万円、10 億円以上 100 億円未満階級で 19 億 4,730 万円、100 億円以上階級で 158 億
9,830 万円となっている。外部支出研究開発費の 1 社平均は、1 億円以上 10 億円未満階級で 1 億 2,110 万




表 3-2. 資本金階級別 主要業種の 1 社当たり研究開発費（平均値、中央値） 
（単位：百万円）
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 480 348.5 100.0 205 121.1 5.0
10億円以上100億円未満 431 1947.3 323.0 226 153.8 6.4
100億円以上 235 15898.3 3580.0 183 3210.5 70.6








人件費比率を算出した値を基に平均値（平均値 B）を計算すると 57.4%となる。また、中央値は 56.4%となる。
同様に、受入研究開発費の比率は、総額でみた場合 5.1%、各企業の受入研究開発費比率を基に算出した









資本金階級別に人件費比率・受入研究開発費比率をみたものが表 3-4 である。平均値 B でみると、資本金
1 億円以上 10 億円未満の企業では人件費比率は 61.2%であるが、100 億円以上の企業ではこの比率は
49.3%となり、資本金階級が大きくなるにしたがい、人件費の比率は下がる傾向にある。受入研究開発費の割

















































農林水産業 5 54.9% 62.2% 53.6% 0.0% 0.0% 0.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 57.4% 68.4% 57.0% 3.5% 1.5% 0.0%
建設業 79 43.7% 50.5% 47.7% 7.0% 4.2% 0.0%
食料品製造業 81 44.4% 60.6% 59.4% 0.3% 1.7% 0.0%
繊維工業 17 49.4% 58.3% 50.0% 3.3% 2.7% 0.0%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 40.7% 54.2% 32.1% 0.0% 0.0% 0.0%
印刷・同関連業 5 33.4% 52.7% 37.7% 2.3% 0.7% 0.0%
医薬品製造業 37 35.2% 50.9% 45.6% 0.2% 0.9% 0.0%
総合化学工業 68 38.1% 57.7% 56.8% 0.8% 1.0% 0.0%
油脂・塗料製造業 21 56.4% 70.1% 70.0% 0.0% 0.0% 0.0%
その他化学工業 44 52.1% 59.6% 60.8% 0.7% 0.9% 0.0%
石油製品・石炭製品製造業 12 43.9% 57.1% 47.5% 5.3% 10.1% 0.0%
プラスチック製品製造業 34 50.7% 61.2% 60.7% 0.6% 0.4% 0.0%
ゴム製品製造業 10 59.8% 70.9% 59.6% 0.4% 6.7% 0.0%
窯業・土石製品製造業 40 47.0% 49.3% 40.3% 1.5% 3.4% 0.0%
鉄鋼業 39 42.4% 44.8% 39.2% 4.7% 1.0% 0.0%
非鉄金属製造業 30 35.8% 46.2% 38.7% 13.8% 6.7% 0.0%
金属製品製造業 37 59.1% 58.9% 59.1% 0.3% 0.3% 0.0%
はん用機械器具製造業 30 41.7% 57.8% 56.0% 32.0% 2.6% 0.0%
生産用機械器具製造業 85 42.7% 53.5% 46.8% 3.1% 2.3% 0.0%
業務用機械器具製造業 38 45.4% 61.0% 63.0% 2.3% 4.9% 0.0%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 30 57.8% 59.5% 56.4% 3.5% 8.9% 0.0%
電子応用･電気計測機器製造業 20 55.3% 53.1% 50.2% 2.7% 3.1% 0.0%
その他の電気機械器具製造業 57 53.3% 62.5% 63.4% 1.3% 2.7% 0.0%
情報通信機械器具製造業 38 53.0% 62.2% 52.7% 2.7% 4.8% 0.0%
自動車・同付属品製造業 54 35.8% 63.1% 62.1% 3.2% 3.6% 0.0%
その他の輸送用機械器具製造業 12 40.4% 50.2% 50.0% 8.8% 6.6% 0.0%
その他の製造業 39 59.8% 62.0% 60.0% 0.3% 0.5% 0.0%
電気･ガス･熱供給・水道業 14 29.6% 40.7% 35.9% 28.9% 18.4% 3.9%
通信業 1 X X X X X X
放送業 0 - - - - - -
情報サービス業 37 74.3% 67.3% 58.7% 4.4% 6.1% 0.0%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 2 X X X X X X
運輸業・郵便業 6 19.6% 47.2% 42.9% 0.0% 1.1% 0.0%
卸売業・小売業 24 50.1% 60.1% 38.5% 4.6% 1.4% 0.0%
金融業・保険業 1 X X X X X X
学術・開発研究機関 14 36.4% 52.1% 52.1% 11.0% 69.8% 100.0%
専門サービス業 6 52.7% 59.8% 47.7% 47.4% 41.5% 0.0%
技術サービス業 15 45.8% 57.1% 52.0% 8.2% 1.2% 0.0%
その他のサービス業 1 X X X X X X
その他の業種 1 X X X X X X













1億円以上10億円未満 471 44.5% 61.2% 57.9% 20.1% 5.6% 0.0%
10億円以上100億円未満 414 43.7% 57.3% 54.3% 4.6% 2.4% 0.0%
100億円以上 211 40.9% 49.3% 45.7% 4.4% 3.8% 0.0%











3.1%、各企業の対売上高社内研究開発費比率を平均した値（平均値 B）は 4.2%、中央値は 1.4%である。社
内研究開発費と外部支出研究開発費の合計金額でみた場合、平均値 A は 3.6%、平均値 B は 5.1%、中央値
は 1.5%となっている。 
 










農林水産業 5 0.9% 0.8% 0.6% 3 X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 5 1.5% 1.7% 1.1% 3 X X X
建設業 82 0.5% 0.8% 0.2% 67 0.6% 0.9% 0.3%
食料品製造業 83 3.2% 2.0% 0.7% 63 3.5% 2.1% 0.7%
繊維工業 17 2.1% 1.8% 1.1% 14 2.3% 2.1% 1.1%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 9 0.7% 0.5% 0.5% 7 0.6% 0.5% 0.5%
印刷・同関連業 5 1.0% 0.8% 0.5% 5 1.0% 0.8% 0.5%
医薬品製造業 38 9.7% 7.2% 5.9% 35 15.2% 25.9% 6.4%
総合化学工業 69 3.4% 3.1% 2.2% 54 3.5% 3.2% 2.2%
油脂・塗料製造業 22 4.3% 3.3% 2.9% 10 2.9% 3.3% 2.9%
その他化学工業 44 2.3% 4.0% 3.0% 33 2.4% 4.1% 3.0%
石油製品・石炭製品製造業 12 0.4% 2.7% 0.7% 12 0.4% 2.7% 0.8%
プラスチック製品製造業 34 4.4% 3.5% 1.9% 22 4.7% 3.6% 2.0%
ゴム製品製造業 13 3.8% 2.8% 2.7% 9 4.3% 2.9% 2.7%
窯業・土石製品製造業 41 3.4% 2.1% 1.5% 31 3.6% 2.2% 1.5%
鉄鋼業 44 1.1% 1.0% 0.6% 34 1.3% 1.1% 0.7%
非鉄金属製造業 30 2.2% 2.0% 1.5% 25 2.6% 2.4% 1.6%
金属製品製造業 37 1.5% 1.8% 1.2% 24 1.6% 1.8% 1.2%
はん用機械器具製造業 30 3.4% 2.0% 1.5% 19 2.2% 2.1% 1.7%
生産用機械器具製造業 91 3.9% 3.1% 2.0% 63 4.3% 3.3% 2.2%
業務用機械器具製造業 41 6.7% 8.0% 4.0% 23 10.1% 8.4% 4.0%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 31 3.1% 4.2% 2.6% 23 2.8% 4.3% 2.7%
電子応用･電気計測機器製造業 21 7.3% 7.5% 8.5% 14 8.2% 8.1% 9.4%
その他の電気機械器具製造業 58 3.2% 2.7% 2.7% 44 3.2% 2.8% 2.7%
情報通信機械器具製造業 40 3.6% 5.1% 3.4% 29 2.8% 5.4% 4.0%
自動車・同付属品製造業 58 5.8% 2.5% 1.8% 43 7.1% 2.6% 2.0%
その他の輸送用機械器具製造業 12 3.2% 1.8% 1.7% 9 3.5% 1.9% 1.7%
その他の製造業 40 1.6% 2.6% 1.2% 28 1.4% 2.7% 1.3%
電気･ガス･熱供給・水道業 15 0.4% 6.2% 0.3% 13 0.7% 7.7% 0.7%
通信業 3 X X X 2 X X X
放送業 0 - - - 0 - - -
情報サービス業 35 1.8% 4.3% 0.7% 25 2.4% 5.3% 0.8%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 3 X X X 3 X X X
運輸業・郵便業 6 0.9% 0.5% 0.2% 4 1.2% 0.6% 0.4%
卸売業・小売業 24 2.1% 1.2% 0.1% 17 3.0% 1.4% 0.1%
金融業・保険業 0 - - - 0 - - -
学術・開発研究機関 14 98.2% 85.5% 97.2% 10 99.6% 95.0% 100.0%
専門サービス業 6 4.8% 16.0% 3.5% 5 5.9% 18.5% 3.6%
技術サービス業 15 1.1% 2.5% 0.6% 12 1.3% 2.8% 0.6%
その他のサービス業 1 X X X 2 X X X
その他の業種 2 X X X 2 X X X



























1億円以上10億円未満 475 2.5% 5.1% 1.4% 325 2.7% 7.0% 1.4%
10億円以上100億円未満 429 4.6% 3.4% 1.3% 317 5.4% 3.5% 1.3%
100億円以上 234 2.9% 3.1% 1.7% 201 3.4% 3.4% 1.9%






 表 3-6 は、これを資本金階級別にみたものである。各企業の対売上高研究開発費比率を算出し、規模ごとの
平均値を算出した平均値 B でみると、資本金規模の小さい企業ほど研究開発集約度が高くなっていることが





今年度調査では、調査時点である 2010 年度における主要業種の社内研究開発費を、3 年前（2007 年度）
と比べた増減状況について尋ねている。その結果、各カテゴリーに回答した企業の割合は、10%以上の増加






















本金階級 1 億円以上 10 億円未満の企業では、わずか 1.0%の減少となっているが、10 億円以上 100 億円未


















農林水産業 5 60.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 80.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 0.0% 0.0% 60.0% 0.0% 40.0% -40.0%
建設業 83 25.3% 4.8% 38.6% 7.2% 24.1% -1.2%
食料品製造業 82 13.4% 7.3% 62.2% 3.7% 13.4% 3.7%
繊維工業 18 5.6% 11.1% 55.6% 5.6% 22.2% -11.1%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 9 11.1% 0.0% 22.2% 0.0% 66.7% -55.6%
印刷・同関連業 5 20.0% 0.0% 60.0% 0.0% 20.0% 0.0%
医薬品製造業 39 35.9% 15.4% 25.6% 2.6% 20.5% 28.2%
総合化学工業 70 22.9% 8.6% 40.0% 10.0% 18.6% 2.9%
油脂・塗料製造業 21 19.0% 9.5% 42.9% 0.0% 28.6% 0.0%
その他化学工業 47 23.4% 2.1% 55.3% 6.4% 12.8% 6.4%
石油製品・石炭製品製造業 12 33.3% 0.0% 50.0% 0.0% 16.7% 16.7%
プラスチック製品製造業 32 28.1% 6.3% 34.4% 3.1% 28.1% 3.1%
ゴム製品製造業 12 0.0% 25.0% 50.0% 16.7% 8.3% 0.0%
窯業・土石製品製造業 42 9.5% 2.4% 47.6% 7.1% 33.3% -28.6%
鉄鋼業 44 25.0% 0.0% 38.6% 2.3% 34.1% -11.4%
非鉄金属製造業 32 25.0% 12.5% 34.4% 9.4% 18.8% 9.4%
金属製品製造業 37 13.5% 5.4% 37.8% 8.1% 35.1% -24.3%
はん用機械器具製造業 28 25.0% 7.1% 25.0% 7.1% 35.7% -10.7%
生産用機械器具製造業 95 14.7% 10.5% 26.3% 9.5% 38.9% -23.2%
業務用機械器具製造業 41 24.4% 7.3% 34.1% 7.3% 26.8% -2.4%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 32 18.8% 6.3% 31.3% 3.1% 40.6% -18.8%
電子応用･電気計測機器製造業 21 33.3% 9.5% 28.6% 0.0% 28.6% 14.3%
その他の電気機械器具製造業 61 26.2% 9.8% 34.4% 3.3% 26.2% 6.6%
情報通信機械器具製造業 36 11.1% 2.8% 27.8% 5.6% 52.8% -44.4%
自動車・同付属品製造業 60 20.0% 6.7% 31.7% 11.7% 30.0% -15.0%
その他の輸送用機械器具製造業 13 30.8% 7.7% 23.1% 7.7% 30.8% 0.0%
その他の製造業 41 17.1% 14.6% 36.6% 7.3% 24.4% 0.0%
電気･ガス･熱供給・水道業 15 13.3% 0.0% 13.3% 33.3% 40.0% -60.0%
通信業 3 X X X X X X
放送業 0 - - - - - -
情報サービス業 36 36.1% 0.0% 25.0% 0.0% 38.9% -2.8%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 3 X X X X X X
運輸業・郵便業 5 0.0% 20.0% 60.0% 0.0% 20.0% 0.0%
卸売業・小売業 25 4.0% 12.0% 52.0% 4.0% 28.0% -16.0%
金融業・保険業 1 X X X X X X
学術・開発研究機関 15 20.0% 0.0% 33.3% 6.7% 40.0% -26.7%
専門サービス業 6 16.7% 0.0% 33.3% 16.7% 33.3% -33.3%
技術サービス業 15 13.3% 0.0% 40.0% 13.3% 33.3% -33.3%
その他のサービス業 2 X X X X X X
その他の業種 3 X X X X X X



















1億円以上10億円未満 491 21.0% 7.3% 42.4% 4.7% 24.6% -1.0%
10億円以上100億円未満 427 21.3% 5.4% 36.1% 7.7% 29.5% -10.5%
100億円以上 235 17.9% 9.8% 30.6% 8.9% 32.8% -14.0%




のは社内研究開発費の規模が 1 億円未満の企業から 1000 億円未満の企業までで、おおよそ 20%前後の値
になっている。その一方 1000 億円を超える階級では 0.0%となっている。次に 5%以上 10%未満増加したとす
る回答割合をみてみると、1 億円未満の企業から 100 億円未満の企業までの回答割合が相対的に小さい




















1億円未満 319 17.9% 5.3% 46.4% 2.2% 28.2% -7.2%
1億円以上10億円未満 502 22.1% 7.4% 33.1% 8.2% 29.3% -8.0%
10億円以上100億円未満 234 21.4% 8.1% 36.3% 7.7% 26.5% -4.7%
100億円以上1000億円未満 55 20.0% 14.5% 25.5% 14.5% 25.5% -5.5%
1000億円以上 8 0.0% 12.5% 37.5% 12.5% 37.5% -37.5%



















図 3-1. 社内研究開発費が増加した理由（複数回答） 
 
 






























































社外で研究開発を実施している企業の外部支出研究開発費は、1 社あたり平均 10 億 5,390 万円となった
（表 3-1）。外部支出研究開発費に占める割合について内訳をみると（表 3-10）国内組織への支出が 73.6%、
海外の組織への支出が 26.4%となっている。組織別に支出の内訳をみると、国内大学・公的研究機関への支
出は 2.1%、国内親子会社への支出 35.5%、国内企業（親子会社以外）への支出 29.4%、国内その他機関へ
の支出は 6.6%となっている。海外の大学・公的研究機関へは、0.3%、国内企業（親子会社）への支出は
24.1%、海外企業（親子会社以外）への支出は 1.8%、海外その他組織への支出は 0.1%であった。 
 























親子会社 35.5% 24.1% 59.6%
親子会社以外 29.4% 1.8% 31.2%
6.6% 0.1% 6.7%





































まず国内企業（親子企業およびそれ以外の企業）への支出をみると、全体では、1 億円以上 10 億円未満の
企業で 61.0%（=7.8%+53.2%）、10 億円以上 100 億円未満の企業で 77.5%（=38.8%+38.7%）、100 億円以
上の企業で 64.2%(=36.4%+27.8%)となっており、国内企業への研究開発費支出と企業規模には逆 U 字の
傾向がみられる。さらに、支出先企業が親子会社か否かに着目すると、1 億円以上 10 億円未満の企業では、




















農林水産業 2 X X X X X X X X X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 3 X X X X X X X X X X X
建設業 48 18.0% 44.0% 31.7% 5.4% 99.2% 0.5% 0.0% 0.0% 0.3% 0.8% 100.0%
食料品製造業 40 60.4% 2.6% 4.9% 22.1% 89.9% 8.1% 0.0% 1.5% 0.5% 10.1% 100.0%
繊維工業 12 9.3% 11.3% 55.1% 23.9% 99.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.4% 100.0%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 3 X X X X X X X X X X X
印刷・同関連業 4 92.4% 0.0% 0.0% 1.5% 93.8% 6.2% 0.0% 0.0% 0.0% 6.2% 100.0%
医薬品製造業 28 2.0% 1.3% 16.8% 4.4% 24.4% 0.0% 72.3% 3.3% 0.0% 75.6% 100.0%
総合化学工業 39 24.5% 30.5% 6.5% 4.5% 66.1% 5.1% 20.2% 6.7% 1.9% 33.9% 100.0%
油脂・塗料製造業 8 33.4% 2.8% 34.1% 6.0% 76.3% 0.0% 23.7% 0.0% 0.0% 23.7% 100.0%
その他化学工業 32 19.0% 2.0% 53.5% 4.2% 78.8% 2.7% 8.8% 8.7% 1.0% 21.2% 100.0%
石油製品・石炭製品製造業 8 57.5% 39.6% 2.6% 0.3% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
プラスチック製品製造業 13 8.5% 28.5% 0.5% 7.4% 45.0% 0.4% 54.3% 0.1% 0.2% 55.0% 100.0%
ゴム製品製造業 6 31.2% 12.0% 0.0% 53.2% 96.4% 0.5% 3.1% 0.0% 0.0% 3.6% 100.0%
窯業・土石製品製造業 20 34.0% 38.1% 8.2% 1.7% 82.0% 10.0% 8.0% 0.0% 0.0% 18.0% 100.0%
鉄鋼業 24 33.1% 28.4% 32.1% 0.9% 94.5% 2.0% 1.5% 2.0% 0.1% 5.5% 100.0%
非鉄金属製造業 22 11.8% 18.5% 60.2% 0.5% 91.0% 0.0% 4.6% 2.7% 1.7% 9.0% 100.0%
金属製品製造業 9 2.9% 85.5% 7.3% 4.2% 99.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 100.0%
はん用機械器具製造業 12 0.4% 33.2% 4.1% 0.2% 37.9% 0.0% 62.0% 0.0% 0.0% 62.1% 100.0%
生産用機械器具製造業 43 4.9% 69.5% 8.0% 6.7% 89.1% 0.4% 6.2% 4.3% 0.0% 10.9% 100.0%
業務用機械器具製造業 14 1.2% 60.3% 23.3% 0.2% 85.0% 0.4% 10.6% 3.9% 0.1% 15.0% 100.0%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路 16 8.3% 17.1% 47.8% 1.0% 74.2% 1.7% 24.1% 0.0% 0.0% 25.8% 100.0%
電子応用･電気計測機器製造 9 2.1% 35.4% 53.9% 2.5% 93.8% 0.6% 5.5% 0.0% 0.0% 6.2% 100.0%
その他の電気機械器具製造 32 19.0% 38.2% 28.1% 2.4% 87.8% 1.7% 4.4% 6.1% 0.0% 12.2% 100.0%
情報通信機械器具製造業 20 1.9% 38.3% 24.1% 4.8% 69.2% 0.5% 30.0% 0.3% 0.0% 30.8% 100.0%
自動車・同付属品製造業 28 0.8% 40.4% 33.8% 0.3% 75.3% 0.1% 22.8% 1.8% 0.1% 24.7% 100.0%
その他の輸送用機械器具製 7 5.0% 8.4% 17.1% 67.2% 97.7% 0.4% 0.4% 1.4% 0.1% 2.3% 100.0%
その他の製造業 16 4.2% 1.9% 90.3% 0.6% 97.1% 0.3% 0.0% 2.6% 0.0% 2.9% 100.0%
電気･ガス･熱供給・水道業 12 2.0% 4.4% 54.1% 38.1% 98.7% 1.0% 0.0% 0.2% 0.1% 1.3% 100.0%
通信業 2 X X X X X X X X X X X
放送業 0 - - - - - - - - - - -
情報サービス業 16 0.4% 11.0% 71.8% 0.0% 83.3% 0.7% 13.2% 2.7% 0.1% 16.7% 100.0%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通 1 X X X X X X X X X X X
運輸業・郵便業 3 X X X X X X X X X X X
卸売業・小売業 12 0.5% 57.0% 29.3% 0.0% 86.8% 0.1% 11.8% 1.3% 0.0% 13.2% 100.0%
金融業・保険業 1 X X X X X X X X X X X
学術・開発研究機関 8 10.6% 0.5% 76.3% 6.3% 93.7% 5.9% 0.0% 0.1% 0.3% 6.3% 100.0%
専門サービス業 4 24.2% 0.0% 59.0% 13.8% 97.0% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 100.0%
技術サービス業 7 6.5% 0.0% 88.2% 5.2% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
その他のサービス業 2 X X X X X X X X X X X
その他の業種 1 X X X X X X X X X X X







次に海外企業に対する支出割合をみてみると、全体では、1 億円以上 10 億円未満の企業で


















に支出している割合は 11.1%となっており、約 90%が直接的な支出であることがわかる。 
これを業種別、資本金階級別にみたものが、表 3-13、表 3-14 である。間接的な支出が観察された業種は、
食料品製造業（21.9%）と生産用機械器具製造業（1.8%）の 2 業種である。資本金階級別にみると、1 億円以



























1億円以上10億円未満 198 9.4% 7.8% 53.2% 6.5% 77.0% 1.4% 12.7% 8.9% 0.1% 23.0% 100.0%
10億円以上100億円未満 220 6.1% 38.9% 38.9% 3.3% 87.2% 0.4% 8.3% 4.0% 0.0% 12.8% 100.0%
100億円以上 169 1.6% 36.4% 27.8% 6.8% 72.7% 0.3% 25.6% 1.4% 0.1% 27.3% 100.0%





























表 3-14. 資本金階級別 海外大学への外部支出研究開発費の経路別構成比 
N 直接支出 間接支出 合計
1億円以上10億円未満 10 100.0% 0.0% 100.0%
10億円以上100億円未満 15 92.7% 7.3% 100.0%
100億円以上 34 86.6% 13.4% 100.0%





 今回の調査では、研究開発活動やその成果が、過去 3 年間（2008 年度～2010 年度）にどのように変化した
のかを尋ねた。質問項目は下記の 4 つとし、それぞれにつき「1.かなり低下・減少した」「3.変化なし」「5.かなり
向上・増加した」までの 5 点尺度で尋ねた。 
 
N 直接支出 間接支出 合計
農林水産業 0 - - -
鉱業・採石業・砂利採取業 0 - - -
建設業 2 X X X
食料品製造業 6 78.1% 21.9% 100.0%
繊維工業 0 - - -
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 0 - - -
印刷・同関連業 1 X X X
医薬品製造業 2 X X X
総合化学工業 6 100.0% 0.0% 100.0%
油脂・塗料製造業 0 - - -
その他化学工業 4 100.0% 0.0% 100.0%
石油製品・石炭製品製造業 0 - - -
プラスチック製品製造業 1 X X X
ゴム製品製造業 1 X X X
窯業・土石製品製造業 1 X X X
鉄鋼業 1 X X X
非鉄金属製造業 2 X X X
金属製品製造業 0 - - -
はん用機械器具製造業 2 X X X
生産用機械器具製造業 6 98.2% 1.8% 100.0%
業務用機械器具製造業 2 X X X
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 0 - - -
電子応用･電気計測機器製造業 2 X X X
その他の電気機械器具製造業 4 100.0% 0.0% 100.0%
情報通信機械器具製造業 2 X X X
自動車・同付属品製造業 2 X X X
その他の輸送用機械器具製造業 1 X X X
その他の製造業 1 X X X
電気･ガス･熱供給・水道業 4 100.0% 0.0% 100.0%
通信業 0 - - -
放送業 0 - - -
情報サービス業 1 X X X
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 0 - - -
運輸業・郵便業 0 - - -
卸売業・小売業 2 X X X
金融業・保険業 0 - - -
学術・開発研究機関 2 X X X
専門サービス業 1 X X X
技術サービス業 0 - - -
その他のサービス業 0 - - -
その他の業種 0 - - -



























 これを資本金階級別にみた結果（表 3-16）によれば、資本金 1 億円以上 10 億円未満の企業では平均費用





























農林水産業 5 3.20 3.20 3.40 3.20
鉱業・採石業・砂利採取業 5 2.80 2.80 2.80 2.80
建設業 81 3.00 2.99 3.15 3.19
食料品製造業 81 3.07 3.11 3.20 3.28
繊維工業 18 2.94 3.11 3.33 3.33
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 8 2.75 3.00 3.00 3.13
印刷・同関連業 4 3.00 2.75 3.75 3.25
医薬品製造業 38 3.05 3.24 3.34 3.24
総合化学工業 68 3.13 3.15 3.24 3.28
油脂・塗料製造業 21 2.81 3.00 3.05 3.48
その他化学工業 46 3.07 2.93 3.37 3.20
石油製品・石炭製品製造業 11 2.91 3.09 3.18 3.27
プラスチック製品製造業 30 3.07 3.30 3.33 3.43
ゴム製品製造業 11 3.00 2.82 3.27 3.09
窯業・土石製品製造業 40 3.03 3.15 3.18 3.23
鉄鋼業 42 2.93 3.12 3.29 3.24
非鉄金属製造業 30 3.07 3.07 3.53 3.37
金属製品製造業 34 3.00 3.06 3.15 3.15
はん用機械器具製造業 28 2.86 3.04 3.18 3.25
生産用機械器具製造業 92 3.00 3.13 3.32 3.29
業務用機械器具製造業 40 3.08 2.83 3.18 3.15
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 27 2.81 2.74 3.44 3.26
電子応用･電気計測機器製造業 21 3.14 3.19 3.29 3.33
その他の電気機械器具製造業 58 2.97 2.98 3.31 3.29
情報通信機械器具製造業 37 3.22 3.22 3.11 3.19
自動車・同付属品製造業 59 3.05 3.15 3.19 3.31
その他の輸送用機械器具製造業 13 3.31 3.15 3.46 3.38
その他の製造業 40 2.98 3.23 3.38 3.30
電気･ガス･熱供給・水道業 14 2.79 3.14 3.36 3.07
通信業 1 X X X X
放送業 0 - - - -
情報サービス業 33 3.18 3.09 3.30 3.24
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 2 X X X X
運輸業・郵便業 5 3.00 3.40 3.40 3.40
卸売業・小売業 24 3.21 3.04 3.38 3.33
金融業・保険業 2 X X X X
学術・開発研究機関 14 2.79 3.07 3.21 3.14
専門サービス業 6 3.00 3.00 3.33 3.00
技術サービス業 15 2.73 3.00 3.00 3.07
その他のサービス業 2 X X X X
その他の業種 3 X X X X
合計 1109 3.02 3.08 3.26 3.25  
 















1億円以上10億円未満 477 2.99 3.07 3.28 3.27
10億円以上100億円未満 407 3.02 3.07 3.20 3.21
100億円以上 225 3.10 3.12 3.30 3.29







昨年度調査における社内研究開発費は 1 社あたり平均 45 億 370 万円であった。上述した通り、今年度の
社内研究開発費の回答結果は 1 社あたり平均 41 億 3,844 万円であるため、この 1 年で社内研究開発費は
8.1%減少したことになる。しかし、昨年度調査と今年度調査では回答企業が一部異なっているため、その違い
が社内研究開発費の増減傾向に反映されている可能性がある。そこで、昨年度調査と今年度調査の両方に
回答した企業 753 社のデータのみを集計対象として、両時点間の変化を分析した。 
 
表 3-17. 資本金階級別 主要業種の 1 社当たり社内研究開発費の変化（平均値・中央値、百万円） 
 
 
表 3-17 に示される結果によれば、双方に回答した企業の 1 社社内研究開発費は、昨年度調査では平均
48 億 8,440 万円、中央値 3 億円であったが、今年度調査では平均 45 億 1,060 万円、中央値 3 億 1,400 万
円となっている。資本金階級別にみると、1 億円以上 10 億円未満の企業では昨年度調査では平均 6 億 2,140
万円、中央値 1 億 1,250 万円であったが、今年度調査では平均 4 億 7,070 万円、中央値 1 億 1,300 万円と
増加している。資本金 10 億円以上 100 億円未満の企業では平均 12 億 2,110 万円、中央値 3 億円から、平
均 9 億 6,640 万円、中央値 3 億 2，400 万円となっている。100 億円以上の企業では平均 175 億 550 万円、
中央値 39 億 3，250 万円から、平均 165 億 8,050 万円、中央値 37 億 7,500 万円となっている。平均値と中
央値の両方でみた場合、企業規模の大きい企業において減少が目立つ結果となった。 
外部支出研究開発費の変化についてみたのが表 3-18 である。この結果によれば、双方に回答した企業の
1 社当たりの社外の研究開発費は、昨年度調査では平均が 12 億 7,640 万円、中央値が 1,780 万円であった
が、今年度調査では平均が 13 億 9,400 万円、中央値が 1,930 万円と、平均も中央値も増加している。資本金
階級別にみると、1 億円以上 10 億円未満の企業では昨年度調査では平均 9,450 万円、中央値 530 万円で
あったが、今年度調査では 2 億 1,450 万円、中央値 600 万円と増加している。資本金 10 億円以上 100 億円
未満の企業では平均 1 億 3,300 万円、中央値 930 万円から、平均 1 億 1,060 万円、中央値 790 万円と減少
している。100 億円以上の企業では平均 32 億 9,200 万円から平均 35 億 5,010 万円と増加しているが、中央






N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 286 470.7 113 288 621.4 112.5
10億円以上100億円未満 287 966.4 324 285 1221.1 300
100億円以上 180 16580.5 3775 180 17505.5 3932.5


















理したのが表 3-19 である。昨年度調査、今年度調査ともに±5%未満増減と回答した企業が 19.4%で最も多
い結果となった。次いで、昨年度調査、今年度調査ともに 10%以上減少が 16.9%、昨年度調査、今年度調査
ともに 10%以上増加が 10.9%となっている。 
 











 企業の組織構造と研究開発投資の関係をみるため、企業 1 社当たりの社内研究開発費の平均や中央値が
親会社の有無で違いがあるか否かをみたのが表 3-20 である。親会社を持つ企業は平均 27 億 3,340 万円、
中央値 2 億 2,700 万円であるが、親会社を持たない企業は平均 50 億 2,430 万円、中央値 2 億 7,000 万円
となっている。親会社を持たない企業の方がそうでない企業より、社内研究開発費を平均して多く支出している。 
 
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 94 214.5 6.0 94 94.5 5.3
10億円以上100億円未満 132 110.6 7.9 132 133.0 9.3
100億円以上 130 3550.1 100.7 130 3292.0 103.2
合計 356 1394.0 19.3 356 1276.4 17.8
2010年度 2009年度
(A) (B)  (C) (D)  (E) 合計
10%以上
増加(A) 10.9% 2.4% 4.5% 1.6% 2.5% 21.8%
5%以上
10%未満増加
(B) 1.4% 1.6% 2.1% 0.3% 1.2% 6.6%
±5%未満
増減(C) 4.2% 2.2% 19.4% 2.2% 5.1% 33.2%
5%以上
10%未満減少
(D) 0.9% 0.8% 2.6% 1.7% 3.3% 9.3%
10%以上
減少(E) 2.9% 0.4% 7.3% 1.7% 16.9% 29.2%




















て企業 1 社当たりの社内研究開発費の平均値や中央値が異なるかをみたのが表 3-22 である。創業者等が社
長または会長職にある企業は平均 30 億 4,190 万円、中央値 1 億 8,000 万円であるが、そうでない企業は平
均 47 億 6,600 万円、中央値 3 億 2,300 万円となっている。また、創業者等が社長または会長職にあるか否か
と、社内研究開発費の増減状況の関係をみたのが表 3-23 である。創業者等が社長または会長職にある企業
で は 、 5% 以 上 増 加 と 回 答 し た の が 29.9% （ =20.9%+9.0% ） 、 5% 以 上 減 少 と回 答 し た の が 30.3%
（=5.1%+25.2%）であり、その差は 0.5%である。一方、そうでない企業については、5%以上増加と回答したの












親会社を持つ企業 423 2733.4 227.0
親会社を持たない企業 675 5024.3 270.0















親会社を持つ企業 428 23.6% 5.8% 34.1% 7.5% 29.0% -7.0%
親会社を持たない企業 675 18.2% 8.0% 39.6% 6.1% 28.1% -8.0%
合計 1103 20.3% 7.2% 37.4% 6.6% 28.5% -7.6%
40 
 
表 3-22. 経営陣の構成と社内研究開発費（百万円） 
 
 




創業者等が社長・会長職にある企業 410 3041.9 180.0
そうでない企業 729 4766.0 323.0

















412 20.9% 9.0% 39.8% 5.1% 25.2% -0.5%
そうでない企業 735 20.4% 6.0% 36.3% 7.5% 29.8% -10.9%




























































表 4-2. 資本金階級別 研究開発者比率 
N 研究開発者比率 従業員数
（人）
1億円以上10億円未満 446 12.1% 293.1
10億円以上100億円未満 365 9.4% 746.7
100億円以上 159 11.7% 4788.8






農林水産業 5 2.6% 931.2
鉱業・採石業・砂利採取業 4 2.8% 275.3
建設業 67 2.2% 1647.3
食料品製造業 73 6.4% 1404.2
繊維工業 14 4.9% 919.1
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 3.1% 1671.4
印刷・同関連業 3 X X
医薬品製造業 34 11.6% 767.2
総合化学工業 58 13.0% 618.6
油脂・塗料製造業 18 16.1% 755.8
その他の化学工業 40 21.6% 845.3
石油製品・石炭製品製造業 12 11.7% 506.1
プラスチック製品製造業 28 8.4% 608.6
ゴム製品製造業 10 5.3% 1571.0
窯業・土石製品製造業 38 7.3% 377.8
鉄鋼業 34 2.8% 1057.1
非鉄金属製造業 26 5.6% 1057.8
金属製品製造業 33 4.9% 578.7
はん用機械器具製造業 30 13.2% 1088.3
生産用機械器具製造業 79 8.1% 501.5
業務用機械器具製造業 32 14.4% 987.7
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 27 17.0% 3152.2
電子応用･電気計測機器製造業 19 25.2% 595.5
その他の電気機械器具製造業 47 10.4% 826.0
情報通信機械器具製造業 35 19.2% 908.0
自動車・同付属品製造業 49 9.6% 3524.4
その他の輸送用機械器具製造業 11 12.1% 1011.8
その他の製造業 35 9.1% 685.0
電気･ガス･熱供給・水道業 9 7.7% 4244.6
通信業 0 - -
放送業 0 - -
情報サービス業 25 15.4% 715.1
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X X
運輸業・郵便業 4 0.3% 23671.0
卸売業・小売業 23 6.7% 959.5
金融業・保険業 1 X X
学術・開発研究機関 14 74.3% 174.0
専門ｻｰﾋﾞｽ業 5 17.7% 235.2
技術ｻｰﾋﾞｽ業 15 10.4% 867.6
その他のサービス業 1 X X
その他の業種 2 X X





発者の人数の平均値および中央値をみたものである。なお、これら 4 つの項目すべてに回答した企業 1,053
社のみを集計の対象としている。 
平均値でみると、主要業種の研究開発者数は 1 社当たり約 125.9 人、そのうち博士号取得者は 6.7 人、外
国籍研究開発者は 0.8 人、女性研究開発者は 9.8 人である。なお、サンプルは異なるものの、昨年度調査によ
れば、研究開発者数の平均は約 130.9 人、博士号取得者数は 6.7 人、外国籍研究者数は 1.1 人、女性研究
開発者は 11.0 人であった。したがって、ここ 1 年間で研究開発者数は若干減少傾向にあり、また、もともと少数
であった外国籍研究開発者や女性研究開発者の人数が減少している可能性も示唆される。 
 



























平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 5 14.8 11.0 1.8 0.0 0.4 0.0 4.6 6.0
鉱業・採石業・砂利採取業 5 7.4 7.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0
建設業 80 26.2 14.0 5.8 1.5 0.1 0.0 1.1 0.0
食料品製造業 80 38.8 18.0 2.5 1.0 0.1 0.0 12.0 6.0
繊維工業 15 39.2 17.0 1.3 1.0 0.2 0.0 7.7 0.0
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 6 29.5 17.5 1.5 0.0 0.2 0.0 3.2 0.0
印刷・同関連業 5 155.0 99.0 10.6 0.0 0.6 0.0 26.6 15.0
医薬品製造業 37 113.9 45.0 19.4 3.0 0.5 0.0 25.5 13.0
総合化学工業 62 113.2 25.0 10.4 1.0 1.4 0.0 12.8 3.0
油脂・塗料製造業 19 156.0 28.0 11.4 0.0 1.7 0.0 34.6 3.0
その他の化学工業 41 55.5 28.0 4.5 1.0 0.4 0.0 14.3 4.0
石油製品・石炭製品製造業 12 90.2 26.0 6.2 1.0 0.0 0.0 12.4 1.5
プラスチック製品製造業 29 49.6 15.0 1.9 0.0 0.3 0.0 3.3 1.0
ゴム製品製造業 11 85.8 18.0 2.6 1.0 0.4 0.0 4.1 1.0
窯業・土石製品製造業 40 31.4 10.0 2.1 0.5 0.1 0.0 1.8 0.0
鉄鋼業 39 53.2 12.0 6.9 1.0 0.0 0.0 1.8 0.0
非鉄金属製造業 30 72.4 18.0 7.5 1.5 0.9 0.0 4.0 2.0
金属製品製造業 33 31.7 11.0 0.7 0.0 0.0 0.0 2.6 0.0
はん用機械器具製造業 27 113.1 17.0 2.1 0.0 1.2 0.0 4.7 0.0
生産用機械器具製造業 85 72.9 18.0 1.9 0.0 0.4 0.0 3.0 0.0
業務用機械器具製造業 35 223.9 41.0 7.0 1.0 1.0 0.0 17.0 1.0
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 28 329.6 14.5 31.2 0.0 2.1 0.0 20.0 0.5
電子応用･電気計測機器製造業 18 142.4 57.0 3.8 1.5 0.9 0.0 6.8 3.0
その他の電気機械器具製造業 59 77.8 28.0 1.8 0.0 0.4 0.0 4.5 0.0
情報通信機械器具製造業 34 427.1 56.0 20.1 1.0 3.4 0.0 22.9 1.5
自動車・同付属品製造業 52 702.9 39.5 5.8 0.0 3.4 0.0 27.0 1.0
その他の輸送用機械器具製造業 12 279.7 29.5 16.8 0.5 1.3 0.0 11.9 0.5
その他の製造業 41 46.6 15.0 1.1 0.0 0.8 0.0 7.2 2.0
電気･ガス･熱供給・水道業 14 97.3 76.0 14.3 9.5 0.2 0.0 3.3 1.5
通信業 1 X X X X X X X X
放送業 0 - - - - - - - -
情報サービス業 30 39.9 12.5 1.2 0.0 0.2 0.0 5.3 0.0
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X X X X X X X X
運輸業・郵便業 5 69.4 25.0 3.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.0
卸売業・小売業 24 141.9 7.5 2.0 0.0 1.8 0.0 10.3 0.0
金融業・保険業 1 X X X X X X X X
学術・開発研究機関 13 158.8 44.0 51.8 8.0 3.8 0.0 11.9 2.0
専門ｻｰﾋﾞｽ業 6 7.7 6.5 2.7 3.5 0.2 0.0 1.8 2.0
技術ｻｰﾋﾞｽ業 13 28.4 4.0 3.2 0.0 0.2 0.0 2.5 0.0
その他のサービス業 1 X X X X X X X X
その他の業種 2 X X X X X X X X

















（76.0 人）、電子応用･電気計測機器製造業（57.0 人）である。 
表 4-4 は、主要業種の研究開発者に占める博士号取得者、外国籍研究開発者、女性研究開発者の比率を



























農林水産業 4 9.7% 1.2% 46.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 5.7% 0.0% 9.0%
建設業 79 18.3% 0.2% 2.9%
食料品製造業 79 6.6% 0.4% 33.3%
繊維工業 14 10.3% 0.5% 14.8%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 6 3.0% 0.3% 5.0%
印刷・同関連業 5 2.3% 0.1% 10.5%
医薬品製造業 37 10.9% 0.2% 28.1%
総合化学工業 61 6.6% 0.2% 10.0%
油脂・塗料製造業 19 2.0% 1.0% 14.3%
その他の化学工業 41 5.9% 0.6% 17.6%
石油製品・石炭製品製造業 11 5.9% 0.0% 8.9%
プラスチック製品製造業 29 2.7% 0.2% 7.7%
ゴム製品製造業 11 10.5% 0.1% 6.5%
窯業・土石製品製造業 37 5.7% 0.2% 4.4%
鉄鋼業 35 8.9% 0.1% 5.8%
非鉄金属製造業 28 5.8% 0.9% 6.7%
金属製品製造業 32 4.0% 0.0% 3.4%
はん用機械器具製造業 27 3.4% 0.7% 1.6%
生産用機械器具製造業 80 3.5% 0.6% 3.4%
業務用機械器具製造業 34 4.3% 0.3% 9.5%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 27 6.1% 1.5% 2.8%
電子応用･電気計測機器製造業 18 3.1% 0.4% 5.1%
その他の電気機械器具製造業 59 1.5% 0.6% 3.0%
情報通信機械器具製造業 34 3.6% 0.6% 3.6%
自動車・同付属品製造業 51 1.4% 0.5% 2.9%
その他の輸送用機械器具製造業 11 5.5% 1.4% 3.2%
その他の製造業 40 3.4% 2.2% 13.6%
電気･ガス･熱供給・水道業 14 12.1% 0.1% 4.4%
通信業 1 X X X
放送業 0 - - -
情報サービス業 26 7.5% 1.2% 9.8%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X X X
運輸業・郵便業 5 1.9% 0.0% 1.6%
卸売業・小売業 21 1.9% 0.1% 12.3%
金融業・保険業 1 X X X
学術・開発研究機関 13 25.0% 1.4% 8.6%
専門ｻｰﾋﾞｽ業 6 40.2% 1.0% 26.5%
技術ｻｰﾋﾞｽ業 10 10.3% 0.3% 4.5%
その他のサービス業 1 X X X
その他の業種 2 X X X





















表 4-5. 資本金階級別 研究開発者数 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 448 22.3 10.0 1.3 0.0 0.2 0.0 2.4 0.0
10億円以上100億円未満 399 51.4 23.0 3.2 1.0 0.3 0.0 5.0 1.0
100億円以上 206 495.4 132.5 25.5 8.0 3.4 0.0 35.0 9.0























1億円以上10億円未満 425 5.5% 0.6% 11.0%
10億円以上100億円未満 387 6.3% 0.5% 9.0%
100億円以上 205 9.3% 0.6% 8.5%





















 まず、回答した企業全体でみると、研究開発者を 1 人以上採用した企業は 53.8%であり、半数近くの企業は
研究開発者を 1 人も採用していないことがわかる。内訳をみると、新卒の博士課程修了者、ポストドクター等経













研究開発者全体（新卒・中途を含む） 1051 565 53.8%
新卒者 1051 509 48.4%
新卒の学士号取得者 1051 226 21.5%
新卒の修士号取得者 1051 395 37.6%
新卒の博士課程修了者 1051 69 6.6%
ポストドクター等経験者 1051 25 2.4%
外国籍研究開発者 1051 54 5.1%




 表 4-8 は、採用した研究開発者総数と、新卒採用者の学歴による採用数の違いについて、業種別に平均値
と中央値を示したものである。 
まず、全体としては、研究開発者の採用者数は 1 社当たり平均して 5.0 人である。中央値は 1.0 人であるか
ら、半数以上の企業は研究開発者を１人以下しか採用していないことになる。 
平均値でみた場合、新卒者全体の採用者数は 1 社当たり 4.1 人であり、そのうち新卒の学士号取得者の採





 研究開発者の 1 社当たりの平均採用数が多い業種としては自動車・同付属品製造業（21.7 人）、業務用機
械器具製造業（12.6 人）、電子部品・デバイス・電子回路製造業（10.8 人）があげられる。なお、博士課程修了
者の採用に比較的積極的な業種としては、学術・開発研究機関（1.2 人）、電子部品・デバイス・電子回路製造
業（1.1 人）、情報通信機械器具製造業（0.6 人）があげられる。 
 





















平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 5 1.4 0.0 1.4 0.0 0.4 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0
鉱業・採石業・砂利採取業 4 0.5 0.0 0.5 0.0 0.3 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0
建設業 79 0.6 0.0 0.5 0.0 0.1 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0
食料品製造業 81 2.7 1.0 2.4 1.0 0.7 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0
繊維工業 17 1.4 1.0 1.1 1.0 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 1.1 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0
印刷・同関連業 5 8.8 6.0 8.6 6.0 0.8 0.0 7.8 6.0 0.0 0.0
医薬品製造業 36 5.4 4.0 4.1 2.5 0.1 0.0 3.3 2.0 0.5 0.0
総合化学工業 62 7.4 2.0 5.6 2.0 0.2 0.0 4.9 2.0 0.5 0.0
油脂・塗料製造業 19 9.3 1.0 8.9 1.0 0.3 0.0 7.9 1.0 0.2 0.0
その他の化学工業 42 2.9 2.0 2.5 1.5 0.2 0.0 2.1 1.0 0.1 0.0
石油製品・石炭製品製造業 13 3.3 2.0 2.8 2.0 0.2 0.0 2.4 1.0 0.2 0.0
プラスチック製品製造業 28 3.0 0.5 2.8 0.0 0.7 0.0 1.9 0.0 0.1 0.0
ゴム製品製造業 11 4.2 1.0 3.0 0.0 0.1 0.0 2.5 0.0 0.2 0.0
窯業・土石製品製造業 39 1.8 0.0 1.7 0.0 0.4 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0
鉄鋼業 41 1.8 0.0 1.7 0.0 0.2 0.0 1.3 0.0 0.1 0.0
非鉄金属製造業 27 4.0 1.0 3.7 0.0 0.3 0.0 3.2 0.0 0.2 0.0
金属製品製造業 35 1.2 0.0 1.0 0.0 0.3 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0
はん用機械器具製造業 27 7.9 0.0 6.3 0.0 1.4 0.0 4.4 0.0 0.0 0.0
生産用機械器具製造業 83 3.8 0.0 2.3 0.0 0.7 0.0 1.5 0.0 0.1 0.0
業務用機械器具製造業 36 12.6 0.5 9.6 0.0 1.2 0.0 8.1 0.0 0.1 0.0
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 27 10.8 0.0 9.3 0.0 1.4 0.0 6.7 0.0 1.1 0.0
電子応用･電気計測機器製造業 17 5.6 3.0 5.1 3.0 1.2 0.0 3.8 1.0 0.0 0.0
その他の電気機械器具製造業 59 3.9 2.0 3.1 2.0 0.7 0.0 1.9 0.0 0.1 0.0
情報通信機械器具製造業 34 6.2 2.5 5.9 2.0 1.3 0.0 3.9 1.0 0.6 0.0
自動車・同付属品製造業 54 21.7 1.0 19.4 1.0 5.2 0.5 13.6 0.0 0.1 0.0
その他の輸送用機械器具製造業 9 2.9 1.0 2.7 1.0 1.2 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0
その他の製造業 40 2.9 2.0 2.3 2.0 1.0 0.0 1.1 0.0 0.1 0.0
電気･ガス･熱供給・水道業 13 1.4 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0
通信業 1 X X X X X X X X X X
放送業 0 - - - - - - - - - -
情報サービス業 30 1.5 0.0 1.5 0.0 0.6 0.0 0.8 0.0 0.0 0.0
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 2 X X X X X X X X X X
運輸業・郵便業 5 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
卸売業・小売業 25 5.8 0.0 4.5 0.0 0.4 0.0 3.9 0.0 0.1 0.0
金融業・保険業 1 X X X X X X X X X X
学術・開発研究機関 13 7.2 1.0 2.9 0.0 0.1 0.0 1.5 0.0 1.2 0.0
専門ｻｰﾋﾞｽ業 6 0.3 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.2 0.0
技術ｻｰﾋﾞｽ業 14 2.6 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 0.1 0.0
その他のサービス業 2 X X X X X X X X X X
その他の業種 2 X X X X X X X X X X












表 4-9 は、採用した研究開発者総数が 1 人以上の企業について、学歴別に新卒採用者数の平均値と中央
値を示したものである。回答した企業全体としては、研究開発者の採用者数は 1 社当たり平均して 9.3 人、中







（2.4 人）、学術・開発研究機関（1.5 人）である。 
 
表 4-9. 業種別 学歴別研究開発者採用者数（研究開発者を 1 人以上採用した企業の平均） 
 
 
 続いて、表 4-10 によって、中途採用者、ポストドクター等経験者、外国籍研究開発者、女性研究開発者の採
用者数を調べる。 
 研究開発者としての 1 社当たりの採用者数 5.0 人に対して、中途採用者の数の平均値は 0.9 人である。ポス
トドクター等経験者、外国籍研究開発者はいずれも平均で 0.1 人と、採用者数は非常に限られている。また、
女性研究開発者の採用者数の平均は 0.7 人である。いずれも中央値は 0 人であり、半数以上の企業はこれら
の人材を 2010 年度中は採用しなかったということになる。 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 2 X X X X X X X X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 1 X X X X X X X X X X
建設業 22 2.0 2.0 1.8 1.5 0.3 0.0 1.2 1.0 0.1 0.0
食料品製造業 46 4.7 2.0 4.3 2.0 1.2 0.0 2.6 1.0 0.0 0.0
繊維工業 9 2.6 2.0 2.1 2.0 0.4 0.0 1.3 1.0 0.0 0.0
パルプ・紙・紙加工品製造業 3 X X X X X X X X X X
印刷・同関連業 3 X X X X X X X X X X
医薬品製造業 30 6.5 5.0 4.9 4.0 0.2 0.0 3.9 3.0 0.6 0.0
総合化学工業 44 10.5 3.0 8.3 3.0 0.3 0.0 7.2 2.0 0.6 0.0
油脂・塗料製造業 14 12.6 2.5 12.1 1.5 0.4 0.0 10.7 1.0 0.2 0.0
その他の化学工業 27 4.5 4.0 4.0 2.0 0.3 0.0 3.3 2.0 0.1 0.0
石油製品・石炭製品製造業 9 4.8 3.0 4.1 2.0 0.2 0.0 3.4 2.0 0.2 0.0
プラスチック製品製造業 14 5.9 3.0 5.6 3.0 1.4 1.0 3.9 0.5 0.3 0.0
ゴム製品製造業 7 6.6 2.0 4.7 2.0 0.1 0.0 3.9 1.0 0.3 0.0
窯業・土石製品製造業 19 3.7 2.0 3.5 2.0 0.8 0.0 2.6 2.0 0.1 0.0
鉄鋼業 20 3.8 3.0 3.4 3.0 0.5 0.0 2.6 1.5 0.3 0.0
非鉄金属製造業 14 7.6 5.5 7.1 4.5 0.5 0.0 6.1 3.5 0.4 0.0
金属製品製造業 16 2.6 1.0 2.3 1.0 0.6 0.0 1.2 1.0 0.0 0.0
はん用機械器具製造業 13 16.3 3.0 13.2 2.0 2.8 0.0 9.1 0.0 0.1 0.0
生産用機械器具製造業 34 9.2 2.5 5.7 2.0 1.8 1.0 3.6 1.0 0.1 0.0
業務用機械器具製造業 18 25.1 6.0 19.3 5.5 2.4 2.0 16.1 2.0 0.3 0.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 13 22.5 10.0 19.3 7.0 2.8 2.0 14.0 4.0 2.4 0.0
電子応用・電気計測器製造業 13 7.3 4.0 6.6 4.0 1.5 1.0 5.0 3.0 0.0 0.0
その他の電気機械器具製造業 43 5.3 4.0 4.2 3.0 0.9 0.0 2.7 2.0 0.1 0.0
情報通信機械器具製造業 25 8.5 5.0 8.0 3.0 1.8 1.0 5.2 2.0 0.8 0.0
自動車・同附属品製造業 33 35.6 5.0 31.8 5.0 8.6 2.0 22.3 2.0 0.2 0.0
その他の輸送用機械器具製造業 6 4.3 1.5 4.0 1.0 1.8 0.0 2.0 1.0 0.0 0.0
その他の製造業 27 4.3 4.0 3.4 3.0 1.4 0.0 1.7 2.0 0.1 0.0
電気・ガス・熱供給・水道業 4 4.5 1.0 4.3 1.0 0.0 0.0 3.5 1.0 0.0 0.0
通信業 1 X X X X X X X X X X
放送業 0 - - - - - - - - - -
情報サービス業 9 5.0 1.0 4.9 1.0 1.9 0.0 2.8 1.0 0.1 0.0
インターネット付随・その他情報通信業 2 X X X X X X X X X X
運輸業・郵便業 1 X X X X X X X X X X
卸売業・小売業 7 20.6 4.0 16.1 3.0 1.4 0.0 14.0 1.0 0.4 0.0
金融業・保険業 0 - - - - - - - - - -
学術・開発研究機関 10 9.3 1.5 3.8 1.0 0.1 0.0 2.0 0.0 1.5 0.0
専門サービス業 1 X X X X X X X X X X
技術サービス業 3 X X X X X X X X X X
その他のサービス業 0 - - - - - - - - - -
その他の業種 2 X X X X X X X X X X
































 続いて、表 4-11 によって、採用した研究開発者総数が 1 人以上の企業の中途採用者、ポストドクター等経験
者、外国籍研究開発者、女性研究開発者の採用者数を調べる。 
 研究開発者としての 1 社当たりの採用者数 9.3 人に対して、中途採用者の数の平均値は 1.6 人である。ポス
トドクター等経験者は 0.1 人、外国籍研究開発者は 0.3 人、女性研究開発者は 1.2 人となっている。いずれも












平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 5 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0
鉱業・採石業・砂利採取業 4 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
建設業 79 0.6 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
食料品製造業 81 2.7 1.0 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0
繊維工業 17 1.4 1.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0
印刷・同関連業 5 8.8 6.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 2.0
医薬品製造業 36 5.4 4.0 1.3 0.0 0.3 0.0 0.1 0.0 1.6 1.0
総合化学工業 62 7.4 2.0 1.8 0.0 0.1 0.0 0.3 0.0 1.2 0.0
油脂・塗料製造業 19 9.3 1.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 3.5 0.0
その他の化学工業 42 2.9 2.0 0.4 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.8 0.0
石油製品・石炭製品製造業 13 3.3 2.0 0.5 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0
プラスチック製品製造業 28 3.0 0.5 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0
ゴム製品製造業 11 4.2 1.0 1.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0
窯業・土石製品製造業 39 1.8 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0
鉄鋼業 41 1.8 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0
非鉄金属製造業 27 4.0 1.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.5 0.0
金属製品製造業 35 1.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0
はん用機械器具製造業 27 7.9 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.6 0.0
生産用機械器具製造業 83 3.8 0.0 1.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.3 0.0
業務用機械器具製造業 36 12.6 0.5 2.9 0.0 0.1 0.0 0.4 0.0 1.5 0.0
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 27 10.8 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 1.1 0.0
電子応用･電気計測機器製造業 17 5.6 3.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.9 0.0
その他の電気機械器具製造業 59 3.9 2.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0
情報通信機械器具製造業 34 6.2 2.5 0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.7 0.0
自動車・同付属品製造業 54 21.7 1.0 2.3 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 1.2 0.0
その他の輸送用機械器具製造業 9 2.9 1.0 0.2 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0
その他の製造業 40 2.9 2.0 0.6 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0 0.4 0.0
電気･ガス･熱供給・水道業 13 1.4 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0
通信業 1 X X X X X X X X X X
放送業 0 - - - - - - - - - -
情報サービス業 30 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 2 X X X X X X X X X X
運輸業・郵便業 5 0.2 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
卸売業・小売業 25 5.8 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.5 0.0
金融業・保険業 1 X X X X X X X X X X
学術・開発研究機関 13 7.2 1.0 4.2 0.0 1.5 0.0 1.0 0.0 1.0 0.0
専門ｻｰﾋﾞｽ業 6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
技術ｻｰﾋﾞｽ業 14 2.6 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0
その他のサービス業 2 X X X X X X X X X X
その他の業種 2 X X X X X X X X X X












表 4-11. 業種別 中途採用、外国籍、女性研究開発者採用者数（研究開発者を 1 人以上採用した企業の平均） 
 
 
 次に、資本金階級別に研究開発者の採用状況をみたのが表 4-12、表 4-13、表 4-14、表 4-15 である。資本
金規模の大きい企業ほど採用者数は大きく、1 億円以上 10 億円未満の企業の１社平均が 1.2 人（研究開発者
を 1 人以上採用した企業は 1 社平均 3.2 人）なのに対し、100 億円以上の企業では 18.2 人（研究開発者を 1
人以上採用した企業は 1 社平均 23.4 人）と非常に大きな差がある。特に、1 億円以上 10 億円未満の企業で
は、博士課程修了者やポストドクター等経験者はほとんど採用していないことがわかる。 
 






平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 2 X X X X X X X X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 1 X X X X X X X X X X
建設業 22 2.0 2.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0
食料品製造業 46 4.7 2.0 0.4 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 1.8 1.0
繊維工業 9 2.6 2.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.2 0.0
パルプ・紙・紙加工品製造業 3 X X X X X X X X X X
印刷・同関連業 3 X X X X X X X X X X
医薬品製造業 30 6.5 5.0 1.6 0.0 0.4 0.0 0.1 0.0 1.9 1.0
総合化学工業 44 10.5 3.0 2.5 0.0 0.2 0.0 0.4 0.0 1.8 0.0
油脂・塗料製造業 14 12.6 2.5 0.6 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 4.7 0.0
その他の化学工業 27 4.5 4.0 0.6 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 1.2 0.0
石油製品・石炭製品製造業 9 4.8 3.0 0.7 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.8 1.0
プラスチック製品製造業 14 5.9 3.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.6 0.0
ゴム製品製造業 7 6.6 2.0 1.9 1.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0
窯業・土石製品製造業 19 3.7 2.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0
鉄鋼業 20 3.8 3.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.4 0.0
非鉄金属製造業 14 7.6 5.5 0.6 0.0 0.1 0.0 0.4 0.0 1.0 0.5
金属製品製造業 16 2.6 1.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0
はん用機械器具製造業 13 16.3 3.0 3.2 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 1.3 0.0
生産用機械器具製造業 34 9.2 2.5 3.5 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.9 0.0
業務用機械器具製造業 18 25.1 6.0 5.8 1.0 0.1 0.0 0.7 0.0 3.0 1.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 13 22.5 10.0 3.2 2.0 0.0 0.0 1.2 0.0 2.4 1.0
電子応用・電気計測器製造業 13 7.3 4.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 1.2 0.0
その他の電気機械器具製造業 43 5.3 4.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.3 0.0
情報通信機械器具製造業 25 8.5 5.0 0.5 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 1.0 0.0
自動車・同附属品製造業 33 35.6 5.0 3.8 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 2.0 0.0
その他の輸送用機械器具製造業 6 4.3 1.5 0.3 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0
その他の製造業 27 4.3 4.0 0.9 0.0 0.1 0.0 0.3 0.0 0.6 0.0
電気・ガス・熱供給・水道業 4 4.5 1.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0
通信業 1 X X X X X X X X X X
放送業 0 - - - - - - - - - -
情報サービス業 9 5.0 1.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.7 0.0
インターネット付随・その他情報通信業 2 X X X X X X X X X X
運輸業・郵便業 1 X X X X X X X X X X
卸売業・小売業 7 20.6 4.0 4.4 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 1.7 0.0
金融業・保険業 0 - - - - - - - - - -
学術・開発研究機関 10 9.3 1.5 5.5 1.0 1.9 0.0 1.3 0.0 1.3 0.0
専門サービス業 1 X X X X X X X X X X
技術サービス業 3 X X X X X X X X X X
その他のサービス業 0 - - - - - - - - - -
その他の業種 2 X X X X X X X X X X












平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 452 1.2 0.0 0.9 0.0 0.2 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0
10億円以上100億円未満 401 2.8 1.0 2.2 1.0 0.6 0.0 1.4 0.0 0.1 0.0
100億円以上 198 18.2 5.0 15.5 5.0 2.3 0.0 12.2 3.0 0.7 0.0













表 4-13. 資本金階級別 学歴別研究開発者採用者数（研究開発者を 1 人以上採用した企業の平均） 
 
 
表 4-14. 資本金階級別 中途採用、外国籍、女性研究開発者採用者数 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 452 1.2 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0
10億円以上100億円未満 401 2.8 1.0 0.6 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0
100億円以上 198 18.2 5.0 2.7 0.0 0.1 0.0 0.5 0.0 2.2 0.0






















研究開発者数のすべての設問に完全回答している企業 664 社のみを対象に、それらの 1 社当たりの平均値と
比率をみたものである。 
この表によれば、研究開発者数は 2009 年度から 2010 年度にかけて、1 社当たり平均して 150.2 人から
152.4 人へと若干増加傾向にある。 
ただし、パネルデータによらず、回答企業のすべてを集計に用いた単純平均の結果で研究開発者数を比







平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 175 3.2 2.0 2.3 1.0 0.6 0.0 1.2 1.0 0.1 0.0
10億円以上100億円未満 236 4.7 3.0 3.8 2.0 1.0 0.0 2.4 1.0 0.1 0.0
100億円以上 154 23.4 8.0 19.9 7.0 3.0 0.0 15.8 6.0 0.9 0.0











平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 175 3.2 2.0 0.9 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.5 0.0
10億円以上100億円未満 236 4.7 3.0 0.9 0.0 0.1 0.0 0.1 0.0 0.8 0.0
100億円以上 154 23.4 8.0 3.5 0.0 0.1 0.0 0.7 0.0 2.8 1.0
















算した増加率が表 4-17 である。全体ではやはり研究開発者 1 人当たり社内研究開発費は減少している。ただ
し、業種ごとにばらつきがみられる。また、資本金階級別に増加率を計算したのが表 4-18 である。資本金規模























2009 664 150.2 7.7 1.0 12.0 7.2% 0.5% 9.8%






















































合計 712 -4.4%  
 
表 4-16 において、博士号取得者数は 7.7 人から 8.1 人へと増加しているが、外国籍研究開発者数（2009
年度は 1.0 人、2010 年度は 0.9 人）や、女性研究開発者数（2009 年度は 12.0 人、2010 年度も 12.0 人）は
ほとんど変化していない。 
研究開発者数に占める割合でみると、博士号取得者比率は 7.2%から 7.6%へとわずかながら増加している
が、外国籍研究開発者比率（2009 年度は 0.5%、2010 年度は 0.4%）や女性研究開発者比率（2009 年度は
9.8%、2010 年度は 9.9%）はほとんど変わっていないことがわかる。 
 表4-19は、パネルデータにより、各種人材の採用者数を比較したものである。なお、ここでは、研究開発者の
採用総数と学歴別内訳（新卒の学士号取得者、新卒の修士号取得者、新卒の博士課程修了者、ポストドクタ
























2009 649 6.84 1.55 4.22 0.25 0.04 0.12 0.87
2010 649 5.29 0.80 3.25 0.17 0.04 0.11 0.77














































農林水産業 5 80.0% 20.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 100.0% 0.0%
建設業 84 95.2% 4.8%
食料品製造業 88 77.3% 22.7%
繊維工業 19 89.5% 10.5%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 9 100.0% 0.0%
印刷・同関連業 5 100.0% 0.0%
医薬品製造業 40 87.5% 12.5%
総合化学工業 71 91.5% 8.5%
油脂・塗料製造業 22 90.9% 9.1%
その他の化学工業 47 93.6% 6.4%
石油製品・石炭製品製造業 13 84.6% 15.4%
プラスチック製品製造業 34 94.1% 5.9%
ゴム製品製造業 13 92.3% 7.7%
窯業・土石製品製造業 44 93.2% 6.8%
鉄鋼業 44 90.9% 9.1%
非鉄金属製造業 32 96.9% 3.1%
金属製品製造業 37 94.6% 5.4%
はん用機械器具製造業 31 90.3% 9.7%
生産用機械器具製造業 94 92.6% 7.4%
業務用機械器具製造業 41 97.6% 2.4%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 33 93.9% 6.1%
電子応用･電気計測機器製造業 22 90.9% 9.1%
その他の電気機械器具製造業 62 91.9% 8.1%
情報通信機械器具製造業 43 93.0% 7.0%
自動車・同付属品製造業 60 91.7% 8.3%
その他の輸送用機械器具製造業 13 92.3% 7.7%
その他の製造業 42 95.2% 4.8%
電気･ガス･熱供給・水道業 15 93.3% 6.7%
通信業 3 X X
放送業 0 - -
情報サービス業 38 73.7% 26.3%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X X
運輸業・郵便業 6 100.0% 0.0%
卸売業・小売業 26 88.5% 11.5%
金融業・保険業 2 X X
学術・開発研究機関 15 80.0% 20.0%
専門ｻｰﾋﾞｽ業 6 50.0% 50.0%
技術ｻｰﾋﾞｽ業 16 93.8% 6.3%
その他のサービス業 2 X X
その他の業種 4 100.0% 0.0%





 次に、資本金階級別に知的財産活動の実施状況をみたのが表 5-2 である。知的財産活動を実施していない
企業の割合は、資本金が 10 億円未満の企業では 17.7%、10 億円以上 100 億円未満で 5.3%、100 億円以
上ではわずか 0.4%となっている。規模が小さい企業ほど知的財産活動の実施割合が低く、特に 10 億円未満









表 5-3 は、業種別に、主要業種における 2010 年度の国内特許出願件数、2010 年度末時点での権利所有
件数、2010 年度中の自社実施件数の平均値および中央値をみたものである。なお、これら 3 つの項目すべて
に回答した企業 957 社のみを集計の対象としている。また、権利所有数に占める実施件数の割合として企業
ごとに算出した自社実施率の平均値も併せて表示している。ただし、自社実施率の計算については、国内権




1 社当たりの国内特許出願件数…66.2 件 
国内権利所有数…295.1 件 
自社実施件数…96.2 件 












1億円以上10億円未満 504 82.3% 17.7%
10億円以上100億円未満 434 94.7% 5.3%
100億円以上 251 99.6% 0.4%
































表 5-4. 資本金階級別 国内特許出願・所有・実施状況 
 
 
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 382 5.3 1.0 34.8 10.0 16.3 3.0 343 46.0%
10億円以上100億円未満 385 23.1 7.0 131.4 47.0 55.9 14.0 374 44.5%
100億円以上 190 276.1 76.5 1150.2 424.0 338.6 131.0 188 36.6%











平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 4 1.0 0.0 19.0 18.5 5.3 3.5 3 X
鉱業・採石業・砂利採取業 5 3.4 2.0 21.4 18.0 5.0 4.0 5 23.6%
建設業 77 20.4 5.0 180.5 53.0 36.5 9.0 75 28.6%
食料品製造業 62 8.2 1.0 49.1 10.5 19.9 3.5 55 43.5%
繊維工業 17 21.7 4.0 87.6 64.0 31.4 25.0 16 40.6%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 77.9 28.0 390.9 175.0 140.4 110.0 7 36.4%
印刷・同関連業 5 306.4 57.0 939.8 300.0 208.6 100.0 5 43.5%
医薬品製造業 33 16.6 5.0 69.4 24.0 16.5 5.0 26 39.9%
総合化学工業 56 79.6 9.0 321.3 58.0 120.3 20.5 54 38.9%
油脂・塗料製造業 16 79.6 1.5 499.1 14.0 198.9 4.0 16 41.3%
その他の化学工業 42 15.9 4.0 91.1 43.5 44.8 9.5 40 47.5%
石油製品・石炭製品製造業 9 74.0 1.0 280.4 14.0 99.1 10.0 9 48.3%
プラスチック製品製造業 29 31.5 6.0 121.9 38.0 52.4 20.0 28 46.8%
ゴム製品製造業 9 91.7 11.0 473.3 10.0 179.3 10.0 9 66.1%
窯業・土石製品製造業 35 24.3 1.0 144.7 17.0 63.3 8.0 32 44.1%
鉄鋼業 35 42.5 2.0 231.1 31.0 80.7 12.0 34 54.6%
非鉄金属製造業 26 75.4 8.0 289.8 23.0 78.9 8.5 25 41.4%
金属製品製造業 35 16.8 2.0 123.9 49.0 58.1 13.0 34 46.3%
はん用機械器具製造業 26 154.4 4.0 513.3 49.5 157.5 19.5 25 44.5%
生産用機械器具製造業 78 36.7 6.0 208.4 55.0 89.9 35.0 77 54.2%
業務用機械器具製造業 32 91.5 3.0 490.9 49.0 181.7 16.0 31 47.4%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 25 116.6 10.0 443.0 63.0 97.8 10.0 23 46.0%
電子応用･電気計測機器製造業 18 55.8 13.0 314.2 108.5 115.0 35.5 16 32.9%
その他の電気機械器具製造業 53 64.6 10.0 278.7 51.0 112.5 20.0 50 53.7%
情報通信機械器具製造業 29 344.6 11.0 1204.2 74.0 292.3 22.0 29 37.6%
自動車・同付属品製造業 51 182.9 17.0 736.5 92.0 237.4 37.0 49 45.8%
その他の輸送用機械器具製造業 11 115.2 5.0 563.6 114.0 176.1 42.0 10 37.4%
その他の製造業 36 26.4 8.0 172.5 28.0 67.4 10.0 35 46.2%
電気･ガス･熱供給・水道業 12 133.2 17.5 454.8 199.0 143.5 85.5 12 37.9%
通信業 1 X X X X X X 1 X
放送業 0 - - - - - - 0 -
情報サービス業 28 22.3 3.0 86.1 13.5 16.4 1.0 25 26.0%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 2 X X X X X X 2 X
運輸業・郵便業 5 25.8 7.0 249.8 58.0 99.0 10.0 5 45.1%
卸売業・小売業 21 134.5 0.0 711.8 6.0 216.0 4.0 17 57.0%
金融業・保険業 0 - - - - - - 0 -
学術・開発研究機関 9 13.2 1.0 60.4 9.0 0.9 0.0 8 12.5%
専門ｻｰﾋﾞｽ業 3 X X X X X X 2 X
技術ｻｰﾋﾞｽ業 12 13.3 2.0 81.0 22.5 23.6 2.0 12 35.5%
その他のサービス業 1 X X X X X X 1 X
その他の業種 2 X X X X X X 2 X



























の 3 年前（2007 年度）からの変化を、5 つのカテゴリー（10%以上増加、5%以上 10%未満の増加、±5%未満
の変化、5%以上 10%未満の減少、10%以上減少）で把握している。また、特許出願件数の 2 年前（2008 年度）
からの変化を、7 つのカテゴリー（10%以上増加、5%以上 10%未満の増加、1%以上 5%未満の増加、±1%未
満の変化、1%以上 5%未満の減少、5%以上 10%未満の減少、10%以上の減少）で調査している。図 5-1 は、
特許出願の 2 年前からの変化について、7 つのカテゴリーに分類された企業の割合を、資本金階級別に示し
たものである。 
 
図 5-1. 資本金階級別 特許出願件数の変化 
 
 
全体としては、2 年前と比較して、特許出願を 10%以上減少させた企業が 32.7%であるのに対し、10%以上



























































査において、資本金階級が 1 億円以上 10 億円未満の知財活動を行っている企業 402 社のうち、特許出願件
数が 0 件の企業は 157 社存在する）。 







研究開発費を 10%以上増加させた企業では特許出願件数の減少は 0.8%である。 
 





























































































































































































































































































































































1億円以上10億円未満 393 27.7% 391 36.1% 274 36.3
10億円以上100億円未満 400 47.8% 392 39.8% 301 35.4
100億円以上 237 77.2% 231 63.6% 143 34.1
合計 1030 46.9% 1014 43.8% 718 35.5
64 
 






























回答した企業は 100 億円以上の大企業では 44.8%であるが、10 億円未満の小企業ではわずか 4.2%である。





N 有 N 有 N ともに有 ともに無
農林水産業 4 25.0% 4 0.0% 4 0.0% 75.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 20.0% 5 20.0% 5 20.0% 80.0%
建設業 78 57.7% 78 34.6% 78 24.4% 32.1%
食料品製造業 66 24.2% 65 21.5% 65 10.8% 66.2%
繊維工業 17 29.4% 17 23.5% 17 11.8% 58.8%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 8 50.0% 8 75.0% 8 50.0% 25.0%
印刷・同関連業 5 40.0% 5 20.0% 5 20.0% 60.0%
医薬品製造業 33 30.3% 32 28.1% 32 25.0% 65.6%
総合化学工業 58 31.0% 60 38.3% 58 17.2% 50.0%
油脂・塗料製造業 20 30.0% 20 35.0% 20 20.0% 55.0%
その他の化学工業 41 12.2% 40 15.0% 40 5.0% 77.5%
石油製品・石炭製品製造業 9 11.1% 9 22.2% 9 11.1% 77.8%
プラスチック製品製造業 32 25.0% 31 19.4% 31 12.9% 71.0%
ゴム製品製造業 12 33.3% 11 36.4% 11 27.3% 54.5%
窯業・土石製品製造業 39 20.5% 39 30.8% 39 12.8% 61.5%
鉄鋼業 39 33.3% 39 30.8% 39 25.6% 61.5%
非鉄金属製造業 28 32.1% 28 32.1% 28 21.4% 57.1%
金属製品製造業 35 20.0% 35 25.7% 35 11.4% 65.7%
はん用機械器具製造業 27 3.7% 27 7.4% 27 0.0% 88.9%
生産用機械器具製造業 84 22.6% 83 25.3% 83 13.3% 66.3%
業務用機械器具製造業 40 20.0% 40 27.5% 40 12.5% 65.0%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 29 20.7% 29 41.4% 29 17.2% 55.2%
電子応用･電気計測機器製造業 19 26.3% 19 36.8% 19 10.5% 47.4%
その他の電気機械器具製造業 57 24.6% 57 31.6% 57 14.0% 57.9%
情報通信機械器具製造業 35 31.4% 36 47.2% 35 28.6% 51.4%
自動車・同付属品製造業 54 37.0% 54 37.0% 54 25.9% 51.9%
その他の輸送用機械器具製造業 11 0.0% 11 27.3% 11 0.0% 72.7%
その他の製造業 39 15.4% 38 23.7% 38 5.3% 65.8%
電気･ガス･熱供給・水道業 13 92.3% 12 8.3% 12 8.3% 8.3%
通信業 3 X 2 X 2 X X
放送業 0 - 0 - 0 - -
情報サービス業 28 3.6% 27 7.4% 27 0.0% 88.9%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X 3 X 3 X X
運輸業・郵便業 5 40.0% 5 20.0% 5 0.0% 40.0%
卸売業・小売業 22 13.6% 22 18.2% 22 4.5% 72.7%
金融業・保険業 0 - 0 - 0 - -
学術・開発研究機関 11 27.3% 11 9.1% 11 9.1% 72.7%
専門ｻｰﾋﾞｽ業 3 X 3 X 3 X X
技術ｻｰﾋﾞｽ業 14 50.0% 13 30.8% 13 15.4% 38.5%
その他のサービス業 1 X 1 X 1 X X
その他の業種 3 X 3 X 3 X X





表 5-10. 資本金階級別 ライセンス活動状況 
 
  
 表 5-11 は、業種別に、国内特許に関するライセンス収入額、支出額、およびその差額（ライセンス収支額）の
平均値および中央値をみたものである。なお、この表ではライセンス収入額と支出額の両方に回答した 965 社
のみを用いて集計を行っている。このとき、表 5-7 でみたように、ライセンス収入と支出の両方を行っている企業
は全体で 15.3%に過ぎないため、中央値はライセンス収入、支出、収支ともに 0 となっている。 
この表によれば、1 社当たりの平均ライセンス収入額が大きい業種としては、医薬品製造業（9,654 万円）、
電気・ガス・熱供給・水道業（4,993 万円）、自動車・同付属品製造業（4,486 万円）があげられる。また、ライセ
ンス支出の額が大きい業種は、非鉄金属製造業（1 億 452 万円）、自動車・同付属品製造業（7,444 万円）、医
薬品製造業（7,380 万円）といった業種である。 
また、ライセンス収入と支出の両方を行っている企業に限れば、1 社当たりの平均ライセンス収支は平均して









N 有 N 有 N ともに有 ともに無
1億円以上10億円未満 403 11.2% 403 16.9% 401 4.2% 76.6%
10億円以上100億円未満 401 21.7% 397 25.7% 397 10.1% 62.7%
100億円以上 226 68.6% 222 54.5% 221 44.8% 22.6%



































未満の企業ではライセンス収入の平均値は 185 万円であるが、100 億円以上の企業では 5,293 万円である。
また、ライセンス支出に関しては、10 億円未満の企業で 123 万円、100 億円以上の企業で 8,147 万円となっ
ている。 




平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 4 1.5 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0
鉱業・採石業・砂利採取業 5 436.6 0.0 198.4 0.0 238.2 0.0
建設業 73 134.7 3.0 38.2 0.0 96.5 0.0
食料品製造業 64 24.8 0.0 430.5 0.0 -405.8 0.0
繊維工業 17 28.1 0.0 20.7 0.0 7.4 0.0
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 6 58.5 0.0 63.5 18.5 -5.0 0.0
印刷・同関連業 5 220.2 0.0 299.0 0.0 -78.8 0.0
医薬品製造業 32 965.4 0.0 738.0 0.0 227.4 0.0
総合化学工業 53 257.3 0.0 66.9 0.0 190.4 0.0
油脂・塗料製造業 19 29.3 0.0 35.3 0.0 -5.9 0.0
その他の化学工業 40 21.6 0.0 2.4 0.0 19.2 0.0
石油製品・石炭製品製造業 8 335.5 0.0 30.0 0.0 305.5 0.0
プラスチック製品製造業 30 12.4 0.0 202.1 0.0 -189.7 0.0
ゴム製品製造業 8 3.6 0.0 158.0 0.0 -154.4 0.0
窯業・土石製品製造業 37 46.2 0.0 41.9 0.0 4.3 0.0
鉄鋼業 37 26.4 0.0 101.9 0.0 -75.5 0.0
非鉄金属製造業 27 199.1 0.0 1045.2 0.0 -846.1 0.0
金属製品製造業 35 5.7 0.0 24.2 0.0 -18.5 0.0
はん用機械器具製造業 27 0.1 0.0 18.3 0.0 -18.2 0.0
生産用機械器具製造業 82 22.0 0.0 93.8 0.0 -71.8 0.0
業務用機械器具製造業 37 9.9 0.0 26.1 0.0 -16.1 0.0
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 26 257.2 0.0 442.2 0.0 -185.1 0.0
電子応用･電気計測機器製造業 18 6.1 0.0 161.7 0.0 -155.6 0.0
その他の電気機械器具製造業 51 17.3 0.0 90.5 0.0 -73.2 0.0
情報通信機械器具製造業 30 85.3 0.0 139.5 0.0 -54.2 0.0
自動車・同付属品製造業 52 448.6 0.0 744.4 0.0 -295.8 0.0
その他の輸送用機械器具製造業 10 0.0 0.0 148.6 0.0 -148.6 0.0
その他の製造業 37 12.1 0.0 16.2 0.0 -4.1 0.0
電気･ガス･熱供給・水道業 12 499.3 30.5 116.7 0.0 382.6 30.5
通信業 1 X X X X X X
放送業 0 - - - - - -
情報サービス業 27 0.1 0.0 1.4 0.0 -1.4 0.0
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X X X X X X
運輸業・郵便業 5 401.2 0.0 0.6 0.0 400.6 0.0
卸売業・小売業 20 325.0 0.0 3.1 0.0 321.9 0.0
金融業・保険業 0 - - - - - -
学術・開発研究機関 10 26.5 0.0 0.2 0.0 26.3 0.0
専門ｻｰﾋﾞｽ業 2 X X X X X X
技術ｻｰﾋﾞｽ業 12 25.7 0.0 15.6 0.0 10.1 0.0
その他のサービス業 1 X X X X X X
その他の業種 2 X X X X X X





























表 5-13. 企業秘密の管理への取組状況  
 
 
表 5-14 は、各企業が、a から j の 10 個の管理項目のうち、いくつの項目を実施しているかを、資本金階級
平均値 中央値 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 395 18.5 0.0 12.3 0.0 6.2 0.0
10億円以上100億円未満 387 51.7 0.0 63.0 0.0 -11.3 0.0
100億円以上 183 529.3 10.0 814.7 0.0 -285.4 0.0








N 実施 N 実施 N 実施 N 実施
a. 企業秘密等の保持に関する規定を就業規則内で明文化している 1160 88.0% 496 81.0% 425 91.1% 239 97.1%
b. 職務や立場ごとに異なった企業秘密の取り扱いを規定している 1132 42.8% 482 34.2% 417 45.3% 233 56.2%
c. 従業員・退職者との間で個別に秘密保持契約を締結している 1133 59.2% 480 52.3% 421 61.5% 232 69.4%
d. 退職者との間で競業避止契約を締結している 1122 40.6% 476 34.2% 418 42.8% 228 49.6%
e. 派遣従業員との間で秘密保持契約を締結している 1117 66.9% 469 54.8% 416 72.6% 232 81.0%
f. 他社との取引に先立って守秘義務を含んだ契約を締結している 1147 93.8% 486 89.9% 424 96.2% 237 97.5%
g. 企業秘密の管理の重要性やルールについて、定期的な教育・
   研修を実施している
1139 56.4% 483 44.5% 420 59.5% 236 75.0%
h. 企業秘密に関する教育・研修責任者を明確に規定している 1133 49.2% 479 36.5% 419 54.2% 235 66.0%
i. 企業秘密を含む書類は、秘密書類であることが分かるようにし、
   アクセスできる従業員を制限している
1143 83.6% 485 77.7% 422 85.3% 236 92.8%









別にまとめたものである。全体平均では、企業が管理を行っている項目数は、10 項目のうち 6.0 項目である。
10 項目のうち、半数の 5 項目以上を実施している企業の割合は、全体では 71.9%、1 億円以上 10 億円未満
















調査方法としては、過去 3 年間（2008 年度～2010 年度）に、企業秘密として管理していた技術・情報が競
合他社（海外企業も含む）に流出した事例があったかどうかを尋ねている。より具体的には、調査票において、
「a. 明らかに技術・情報の流出と思われる事象があった」、「b. 明らかではないが技術・情報の流出が疑われ
る事象があった」という 2 つの項目を設定し、これらに該当する事象を企業秘密の流出とみなしている。 
N 平均 N 平均 N 平均 N 平均




度数 比率 度数 比率 度数 比率 度数 比率
0個 19 1.7% 12 2.6% 5 1.2% 2 0.9%
1個 21 1.9% 17 3.7% 4 1.0% 0 0.0%
2個 62 5.7% 48 10.4% 14 3.5% 0 0.0%
3個 84 7.7% 49 10.6% 29 7.1% 6 2.7%
4個 120 11.0% 61 13.2% 43 10.6% 16 7.2%
5個 142 13.0% 70 15.1% 51 12.6% 21 9.5%
6個 147 13.5% 63 13.6% 50 12.3% 34 15.4%
7個 155 14.2% 46 9.9% 66 16.3% 43 19.5%
8個 150 13.8% 45 9.7% 69 17.0% 36 16.3%
9個 123 11.3% 37 8.0% 49 12.1% 37 16.7%










 表 5-15 は、企業秘密の流出があったと回答した企業の割合を業種別にみたものである。全体として、企業秘




























































































ての設問に完全回答している企業 612 社のみを対象に、それらの 1 社当たりの平均値をみたものである。なお、
権利所有件数に 0 と回答した企業（2009 年度は 30 社、2010 年度は 22 社）は自社実施率の計算には含ま
れていない。 
この表によれば、1 社当たりの特許出願件数は 2009 年度から 2010 年度にかけて、69.1 件から 74.7 件へ
と増加している。また、国内権利所有件数は 287.4 件から 319.9 件へ、自社実施件数は 100.3 件から 104.6
件へと増加している。 
なお、パネルデータによらず、回答企業のすべてを集計に用いた単純平均の結果で特許出願件数を比較






















2009 612 69.1 287.4 100.3 43.9%
2010 612 74.7 319.9 104.6 43.9%














ービス・流通かによって区分すると、図 6-1 のようになる。 
回答企業（1,145 社）のうち多かったのは、企業等法人向けの製品（883 社）で、全体の 77.1%にのぼる。ま



























































れぞれ 5 点尺度（全く当てはまらない～非常に当てはまる）で調査している。 









































1049 3.5 34 85 333 470 127
d. 当該製品・サービスは、顧客の要求やニーズに合
 わせて、個別に設計・生産することが多い




































































N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
農林水産業 4 12.8 4.5 4 0.0 0.0 4 0.0% 0.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 8.0 7.0 5 0.6 0.0 5 4.3% 0.0%
建設業 73 46.3 20.0 65 0.7 0.0 64 1.0% 0.0%
食料品製造業 74 59.7 12.0 67 1.8 0.0 66 8.2% 0.0%
繊維工業 16 19.3 5.0 15 0.0 0.0 14 0.0% 0.0%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 8 32.5 9 8 0.1 0 8 12.5% 0.0%
印刷・同関連業 4 53.8 55 4 0.3 0 4 5.0% 0.0%
医薬品製造業 31 52.0 25.0 30 2.9 0.0 29 7.3% 0.0%
総合化学工業 66 6.9 5.0 66 0.4 0.0 64 6.5% 0.0%
油脂・塗料製造業 18 31.6 10.0 20 0.2 0.0 18 2.4% 0.0%
その他の化学工業 42 55.8 10.0 40 6.4 0.0 38 8.3% 0.0%
石油製品・石炭製品製造業 12 11.7 10.0 11 0.6 0.0 11 4.1% 0.0%
プラスチック製品製造業 31 36.9 10.0 32 0.5 0.0 30 6.7% 0.0%
ゴム製品製造業 12 7.2 5.5 12 0.4 0.0 12 6.3% 0.0%
窯業・土石製品製造業 42 28.7 9.5 40 0.3 0.0 40 2.2% 0.0%
鉄鋼業 40 16.1 10.0 40 0.6 0.0 39 4.7% 0.0%
非鉄金属製造業 28 24.3 5.0 28 0.3 0.0 27 3.0% 0.0%
金属製品製造業 36 9.6 6.0 35 0.2 0.0 35 2.2% 0.0%
はん用機械器具製造業 30 11.6 6.5 29 0.1 0.0 29 2.2% 0.0%
生産用機械器具製造業 88 13.7 7.0 87 0.7 0.0 80 6.7% 0.0%
業務用機械器具製造業 38 7.9 5.0 37 0.2 0.0 35 2.2% 0.0%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 30 33.4 10.0 29 1.8 0.0 27 12.5% 0.0%
電子応用･電気計測機器製造業 20 8.2 5.0 19 1.1 0.0 19 11.4% 0.0%
その他の電気機械器具製造業 56 11.1 7.5 56 1.6 0.0 53 6.2% 0.0%
情報通信機械器具製造業 33 10.3 5.0 32 0.5 0.0 32 5.6% 0.0%
自動車・同付属品製造業 55 10.9 6.0 55 0.3 0.0 54 3.0% 0.0%
その他の輸送用機械器具製造業 13 6.5 5.0 13 0.5 0.0 12 4.9% 0.0%
その他の製造業 38 24.9 10.0 35 1.2 0.0 34 5.3% 0.0%
電気･ガス･熱供給・水道業 12 23.3 9.0 11 4.2 0.0 10 16.3% 0.0%
通信業 2 X X 2 X X 2 X X
放送業 0 - - 0 - - 0 - -
情報サービス業 28 35.0 8.5 26 3.4 0.0 23 19.5% 0.0%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 2 X X 2 X X 2 X X
運輸業・郵便業 4 14.0 11.0 5 0.0 0.0 4 0.0% 0.0%
卸売業・小売業 25 31.2 10.0 24 5.5 0.0 23 8.8% 0.0%
金融業・保険業 1 X X 1 X X 1 X X
学術・開発研究機関 9 8.9 1.0 9 0.0 0.0 5 0.0% 0.0%
専門ｻｰﾋﾞｽ業 5 48.8 34.0 4 0.5 0.0 3 X X
技術ｻｰﾋﾞｽ業 14 109.4 37.5 8 4.1 0.0 8 2.3% 0.0%
その他のサービス業 2 X X 2 X X 2 X X
その他の業種 1 X X 1 X X 0 - -







結果を資本金階級別にまとめたのが表 6-4 である。 
 







 資本金階級別にみると、リーダー企業は資本金 100 億円以上の大企業ほど多く、チャレンジャー企業は 10






略を尋ねている。それをまとめたのが、表 6-5 である。 
全体として、他社に先駆けて自社製品・サービスを投入する先発企業の割合は 60.3%、他社の投入後に自
社製品・サービスを投入する後発企業の割合は 39.8%である。資本金階級別にみると、100 億円以上の企業
では先発の割合が高く 70.0%であるが、10 億円以上 100 億円未満の階級における先発企業の割合（55.5%）
















a. 最も市場占有率が高い企業である 339 29.8% 122 25.0% 131 31.3% 86 37.4%
b. 最も市場占有率が高い企業と同様の製品・サービス分野で、
    直接的に競争している企業である。
557 49.0% 216 44.3% 217 51.8% 124 53.9%
c. 市場占有率が自社より高い企業とは直接競争はせず、むしろ
    ニッチ市場など独自の製品・サービス分野を持ち、製品・サー
    ビス展開を行う企業である。
132 11.6% 82 16.8% 40 9.6% 10 4.4%
d. 上記のいずれにも当てはまらない 109 9.6% 68 13.9% 31 7.4% 10 4.4%
















た企業 1,060 社を集計対象としている。 
 まず、要素技術の自社開発割合については、75%以上 100%未満と回答した企業が最も多く、回答した企業










のカテゴリー（0%以上 20%未満、20%以上 40%未満、40%以上 60%未満、60%以上 80%未満、80%以上
100%未満、100%）で調査している。 
 表 6-7 をみると、要素技術のうち、ライセンス許諾を受けて利用している他社技術の割合は、0%以上 20%未
満と回答した企業が圧倒的に多く、全体の 87.6%を占めていることがわかる。すなわち、要素技術の 20%以上
をライセンスを通じて他社から導入している企業は、わずか 12.4%に過ぎない。 










a. どちらかといえば他社に先駆けて自社製品・サービスを投入する 667 60.3% 286 59.8% 227 55.5% 154 70.0%
d. どちらかといえば他社の投入後に自社製品・サービスを投入する 440 39.8% 192 40.2% 182 44.5% 66 30.0%

















　0％ 1.2% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 1.5%
　0％超25％未満 0.5% 10.5% 0.9% 0.3% 0.4% 0.0% 12.5%
　25％以上50％未満 0.3% 7.2% 4.1% 0.9% 0.5% 0.0% 12.9%
　50％以上75％未満 0.0% 10.6% 7.5% 4.0% 0.5% 0.2% 22.7%
　75％以上100％未満 0.7% 21.5% 8.1% 4.4% 5.8% 0.2% 40.8%
　100％ 1.1% 3.1% 1.8% 0.9% 0.4% 2.2% 9.5%
























 本調査では、ノウハウ・営業秘密の割合を 10 個の階級（「0%」、「0%超 5%未満」、「5%以上 10%未満」、
「10%以上20%未満」、「20%以上30%未満」、「30%以上 40%未満」、「40%以上50%未満」、「50%以上75%
未満」、「75%以上 100%未満」「100%」）に分けて調査している。その結果を資本金階級別にまとめたのが、表
















　0％以上20％未満 924 87.6% 993 94.3%
　20％以上40％未満 52 4.9% 35 3.3%
　40％以上60％未満 24 2.3% 14 1.3%
　60％以上80％未満 18 1.7% 3 0.3%
　80％以上100％未満 29 2.8% 6 0.6%
　100％ 8 0.8% 2 0.2%







表 6-8. ノウハウ・営業秘密の割合 
 
 





















　0％ 171 16.4% 98 21.3% 54 13.9% 19 9.8%
　0％超5％未満 259 24.8% 87 18.9% 98 25.2% 74 38.1%
　5％以上10％未満 149 14.3% 52 11.3% 65 16.7% 32 16.5%
　10％以上20％未満 122 11.7% 52 11.3% 53 13.6% 17 8.8%
　20％以上30％未満 88 8.4% 42 9.1% 24 6.2% 22 11.3%
　30％以上40％未満 41 3.9% 21 4.6% 12 3.1% 8 4.1%
　40％以上50％未満 49 4.7% 24 5.2% 23 5.9% 2 1.0%
　50％以上75％未満 54 5.2% 26 5.6% 20 5.1% 8 4.1%
　75％以上100％未満 64 6.1% 33 7.2% 25 6.4% 6 3.1%
　100％ 47 4.5% 26 5.6% 15 3.9% 6 3.1%






























能性も考えられる。しかし、資本金が 1 億円以上 10 億円未満の企業に限っても、ノウハウ・営業秘密の割合が










































































































 ここでは、デザインと技術的な機能・性能はa.トレードオフの関係にあるか、あるいは b. 相互補完の関係にあ
るかを調査したうえで、製品・サービスの開発において、デザインと技術的な機能・性能のどちらが優先される
傾向にあるかを尋ねた。その結果を整理したものが表 6-11 である。 
 





















　1. 技術的な機能・性能を優先する 111 11.1% 395 39.7% 506 50.8%
　2. どちらかといえば技術的機能・性能を優先する 71 7.1% 241 24.2% 312 31.3%
　3. 同程度の重みであつかう 21 2.1% 134 13.5% 155 15.6%
　4. どちらかといえば、デザインを優先する 5 0.5% 15 1.5% 20 2.0%
　5. デザインを優先する 0 0.0% 3 0.3% 3 0.3%
      合計（度数、比率） 208 20.9% 788 79.1% 996 100.0%
注：トレードオフと補完関係に関する設問と、技術とデザインの優先度に関する設問の両方に回答した企業のみを集計の対象としている。





















表 6-13 は、各段階において各部門が関与している企業の割合をまとめたものである。また、1 社あたりの部
門ごとに関与している平均的な段階数と、同じく1社あたりの段階ごとに関与している平均的な部門数も併せて
表示している（参考までに部門別の 1 社あたり平均関与段階数を図 6-3 として図示している）。 












 段階別にみると、どの段階でも平均して 3 つ以上の部門が関与することはなく、最も多くの部門が関与する段
階が、開発・事業化段階への移行の意思決定（平均関与部門数は 2.4）である。 
N 有 ％
　a. 技術を重視することで、デザイン的な新規性を実現した製品・サービスがある 1076 228 21.2%
　b. デザインを重視することで、技術的なブレークスルーがもたらされた製品・サービスがある 1062 116 10.9%
83 
 
表 6-13. 部門別段階別意思決定への関与状況 
 
 






主力製品・サービス分野について、過去 5 年間（2006 年度から 2010 年度）の国内外における他組織との共同
研究開発の状況を調査している。具体的には、外部との共同研究開発プロジェクトを対象に、連携先として、a.
大学・公的研究機関、b.同業他社、c.供給企業、d.顧客企業の 4 つを取り上げ、それぞれについて、共同研究
開発プロジェクト全体の件数に占める割合を 10 個のカテゴリー（0%、0%超 10%未満、10%以上 20%未満、
20%以上30%未満、30%以上40%未満、40%以上50%未満、50%以上60%未満、60%以上70%未満、70%
以上 80%未満、80%超）で尋ねている。 
表 6-14 は共同研究開発の相手先別に、各カテゴリーに属する企業の割合をまとめたものである。なお、4 つ
の相手先すべてについて共同研究開発プロジェクトの割合を回答した 1,016 社のみを集計対象としている。 
この表をみると、過去 5 年間に、大学・公的研究機関との共同研究開発を 1 件以上行った企業（大学・公的
研究機関との共同研究開発プロジェクトの割合が 0%超の企業）は回答企業の 55.9%である。同様に、共同研





























　a. 研究テーマの探索 91.5% 27.3% 1.5% 56.1% 12.7% 7.7% 2.0
　b. 研究テーマの決定（アイデア評価・選別） 92.3% 28.8% 6.1% 48.6% 12.9% 6.9% 2.0
　c. 研究テーマの継続・打ち切りの意思 90.2% 27.5% 10.6% 47.5% 9.1% 4.4% 1.9
　d. 開発・事業化段階への移行の意思決定 83.4% 50.8% 21.5% 64.0% 13.9% 6.4% 2.4
　e. 開発の継続・打ち切りの意思決定 86.0% 38.3% 17.2% 58.0% 10.1% 5.3% 2.1
　f. 研究・開発成果の権利化に関する意思決定 86.1% 19.4% 8.1% 23.9% 57.1% 4.5% 2.0
　g. 競争・事業戦略の立案に関する意思決定 66.5% 35.1% 23.9% 78.5% 11.7% 4.9% 2.2



















究開発を行っている企業は 9.1%（92 社）と、1 割近く存在する。他方で、4 つの相手先すべてと共同研究開発
を行っていないと回答した企業は 24.1%（245 社）であり、過去 5 年間に共同研究開発を行っていない企業も
一定数存在することがわかる。 
 
表 6-14. 相手先別共同研究開発プロジェクトの割合 
 
 

















ス・イノベーションは 22.0%、漸進的プロセス・イノベーションは 64.2%である。 
なお、表には掲載していないが、a から d の 4 つの設問すべてに回答した企業 963 社のうち、過去 2 年間


















　a. 大学・公的研究機関 44.1% 55.9% 28.5% 7.5% 4.3% 2.4% 2.4% 1.7% 1.5% 0.9% 6.8%
　b. 同業他社 79.0% 21.0% 13.0% 3.5% 0.7% 0.9% 0.7% 0.7% 0.3% 0.0% 1.2%
　c. 供給企業 60.9% 39.1% 20.0% 8.0% 4.4% 2.5% 1.3% 0.9% 0.6% 0.5% 1.0%
























































農林水産業 5 100.0% 5 80.0% 5 60.0% 5 20.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 60.0% 3 X 3 X 3 X
建設業 72 83.3% 68 60.3% 67 74.6% 68 36.8%
食料品製造業 79 77.2% 77 22.1% 73 80.8% 73 34.2%
繊維工業 17 52.9% 15 53.3% 15 66.7% 15 26.7%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 85.7% 7 14.3% 7 85.7% 7 0.0%
印刷・同関連業 5 80.0% 5 60.0% 5 80.0% 5 40.0%
医薬品製造業 39 79.5% 36 55.6% 35 88.6% 35 54.3%
総合化学工業 66 78.8% 62 54.8% 64 65.6% 64 28.1%
油脂・塗料製造業 22 63.6% 21 33.3% 19 68.4% 18 22.2%
その他の化学工業 44 63.6% 43 32.6% 40 77.5% 39 38.5%
石油製品・石炭製品製造業 12 75.0% 12 75.0% 12 83.3% 12 50.0%
プラスチック製品製造業 34 73.5% 33 33.3% 33 66.7% 32 28.1%
ゴム製品製造業 11 45.5% 8 37.5% 8 62.5% 7 28.6%
窯業・土石製品製造業 40 80.0% 36 55.6% 33 72.7% 36 27.8%
鉄鋼業 39 76.9% 35 57.1% 33 81.8% 34 35.3%
非鉄金属製造業 29 58.6% 25 60.0% 27 63.0% 26 19.2%
金属製品製造業 37 75.7% 37 45.9% 37 83.8% 37 32.4%
はん用機械器具製造業 29 72.4% 27 44.4% 25 92.0% 26 50.0%
生産用機械器具製造業 89 69.7% 82 50.0% 81 81.5% 79 36.7%
業務用機械器具製造業 39 59.0% 34 8.8% 34 82.4% 35 28.6%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 30 70.0% 27 29.6% 27 66.7% 26 19.2%
電子応用･電気計測機器製造業 19 68.4% 16 25.0% 15 86.7% 15 60.0%
その他の電気機械器具製造業 57 61.4% 54 35.2% 54 85.2% 54 29.6%
情報通信機械器具製造業 38 57.9% 33 30.3% 32 81.3% 33 39.4%
自動車・同付属品製造業 57 71.9% 55 38.2% 54 75.9% 54 25.9%
その他の輸送用機械器具製造業 13 61.5% 11 27.3% 12 58.3% 11 9.1%
その他の製造業 41 61.0% 35 31.4% 34 64.7% 33 36.4%
電気･ガス･熱供給・水道業 14 85.7% 13 92.3% 13 92.3% 13 69.2%
通信業 2 X 2 X 2 X 2 X
放送業 0 - 0 - 0 - 0 -
情報サービス業 36 80.6% 33 33.3% 32 93.8% 33 51.5%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X 2 X 2 X 2 X
運輸業・郵便業 4 50.0% 4 75.0% 3 X 4 25.0%
卸売業・小売業 23 73.9% 22 50.0% 20 95.0% 19 63.2%
金融業・保険業 2 X 2 X 2 X 2 X
学術・開発研究機関 9 88.9% 9 66.7% 9 100.0% 9 66.7%
専門ｻｰﾋﾞｽ業 6 100.0% 5 80.0% 5 100.0% 5 60.0%
技術ｻｰﾋﾞｽ業 14 85.7% 12 75.0% 12 75.0% 12 50.0%
その他のサービス業 2 X 2 X 2 X 2 X
その他の業種 1 X 1 X 1 X 1 X





























ていない場合には 0 件として計算している。 
回答した企業全体では、画期的プロダクト・イノベーションの実現件数の 1 社あたり平均値は 0.86 件、漸進
的プロダクト・イノベーションの実現件数の平均値は 11.92 件である。改良型のイノベーションが多いことが示唆
されている。また、表には掲載していないが、画期的および漸進的プロダクト・イノベーションを実現した企業の
みを対象に件数の 1 社あたり平均値を計算すると、画期的プロダクト・イノベーションについては 3.95 件（238















1億円以上10億円未満 479 21.9% 437 49.2% 431 12.1% 427 56.0%
10億円以上100億円未満 402 26.6% 378 57.7% 371 22.9% 373 67.0%
100億円以上 210 44.8% 194 69.1% 185 43.2% 186 77.4%









2010年度 2009年度 2010年度 2009年度 2010年度 2009年度
1億円以上10億円未満 22.8% 30.9% 10.6% 15.5% 48.5% 53.8%
10億円以上100億円未満 27.2% 38.6% 21.6% 26.0% 54.3% 54.6%
100億円以上 47.7% 55.7% 42.0% 42.0% 66.4% 64.8%









































願件数の変化率が 0 以下と 0 超の 2 グループに企業を分割し、それぞれについて、技術的な新規性を持つ
画期的プロダクト・イノベーションを実現した企業の割合をみたものである。 
ここでのサンプルは、特許出願件数の変化率を計算するため、第 3 章から第 5 章のパネル分析と同じパネ





農林水産業 5 0.00 5 0.20
鉱業・採石業・砂利採取業 5 0.40 3 0.00
建設業 72 0.44 68 1.82
食料品製造業 79 0.49 77 23.51
繊維工業 17 0.94 15 1.73
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 1.43 7 49.43
印刷・同関連業 5 1.00 5 0.80
医薬品製造業 39 0.36 36 2.89
総合化学工業 66 0.62 62 2.52
油脂・塗料製造業 22 0.86 21 1.90
その他の化学工業 44 0.98 43 52.42
石油製品・石炭製品製造業 12 0.25 12 0.25
プラスチック製品製造業 34 0.79 33 11.79
ゴム製品製造業 11 0.73 8 1.75
窯業・土石製品製造業 40 0.25 36 1.17
鉄鋼業 39 0.33 35 1.03
非鉄金属製造業 29 1.17 25 0.84
金属製品製造業 37 0.68 37 10.70
はん用機械器具製造業 29 0.69 27 3.26
生産用機械器具製造業 89 0.89 82 1.95
業務用機械器具製造業 39 1.31 34 2.38
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 30 0.30 27 6.56
電子応用･電気計測機器製造業 19 0.74 16 2.19
その他の電気機械器具製造業 57 0.63 54 5.80
情報通信機械器具製造業 38 0.45 33 2.91
自動車・同付属品製造業 57 0.46 55 23.07
その他の輸送用機械器具製造業 13 0.54 11 2.18
その他の製造業 41 2.34 35 60.77
電気･ガス･熱供給・水道業 14 0.14 13 0.00
通信業 2 X 2 X
放送業 0 - 0 -
情報サービス業 36 5.67 33 50.82
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 3 X 2 X
運輸業・郵便業 4 3.50 4 0.00
卸売業・小売業 23 0.65 22 7.23
金融業・保険業 2 X 2 X
学術・開発研究機関 9 0.22 9 3.56
専門ｻｰﾋﾞｽ業 6 0.00 5 1.00
技術ｻｰﾋﾞｽ業 14 0.36 12 1.08
その他のサービス業 2 X 2 X
その他の業種 1 X 1 X


















 ここでは、国内市場の競争状況とイノベーションの実現度の関係を調べる。図 6-5 は、主力製品・サービス分














































































































































































図 6-9. 共同研究開発の実施と画期的イノベーションの実現度 
 
 






機関と実施している場合は 35.8%、2 種類の機関と実施している場合は 41.5%、3 種類の機関と実施している
場合は 48.4%、4 種類の機関と実施している場合は 62.1%となっている。一方、共同研究を実施している機関
の種類の数と漸進的イノベーション実現度の関係をみたのが、図 6-12 である。漸進的イノベーション実現度は、
どの機関とも共同研究開発を実施していない企業の場合 62.5%、1 機関と実施している場合は 77.7%、2 種類







































26.1%であるのに対し、0%超 20%未満の場合 48.5%、20%以上 40%未満の場合 50.0%、40%以上 60%未
































0機関(N=216) 1機関(N=206) 2機関(N=247) 3機関(N=161) 4機関(N=84)
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る。また、2008 年度に投入した技術的な新規性を持つ製品・サービスのうち、2 年後（2010 年度）も継続的に
生産・販売されていた製品の割合についても調査している。 
表 7-1 は主力製品・サービス分野で過去 3 年間（2008 年度～2010 年度）に投入した新製品・サービスの



















































表 7-2. 資本金階級別 新製品・サービスの売上高比率・2 年後残存率 
 
N 割合（%） N 残存率（%）
1億円以上10億円未満 101 12.8% 97 66.4%
10億円以上100億円未満 97 13.4% 101 75.6%
100億円以上 65 16.9% 74 83.9%






N 割合（%） N 残存率（%）
農林水産業 0 - 0 -
鉱業・採石業・砂利採取業 2 X 2 X
建設業 9 13.8% 9 77.8%
食料品製造業 15 12.2% 16 57.1%
繊維工業 8 9.8% 8 70.0%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 1 X 1 X
印刷・同関連業 1 X 1 X
医薬品製造業 8 6.4% 8 75.0%
総合化学工業 11 4.9% 12 95.4%
油脂・塗料製造業 7 12.4% 7 87.1%
その他の化学工業 15 7.9% 14 75.1%
石油製品・石炭製品製造業 2 X 2 X
プラスチック製品製造業 9 3.4% 9 62.8%
ゴム製品製造業 3 X 5 81.0%
窯業・土石製品製造業 7 8.1% 7 61.4%
鉄鋼業 5 4.2% 8 100.0%
非鉄金属製造業 11 7.8% 11 75.6%
金属製品製造業 9 19.7% 9 100.0%
はん用機械器具製造業 7 20.2% 7 70.7%
生産用機械器具製造業 25 22.6% 23 76.5%
業務用機械器具製造業 13 26.5% 14 75.5%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 8 18.8% 8 85.0%
電子応用･電気計測機器製造業 5 14.2% 6 83.3%
その他の電気機械器具製造業 21 10.0% 22 78.4%
情報通信機械器具製造業 12 18.2% 11 55.1%
自動車・同付属品製造業 13 17.4% 15 74.1%
その他の輸送用機械器具製造業 2 X 3 X
その他の製造業 14 20.7% 14 65.9%
電気･ガス･熱供給・水道業 2 X 2 X
通信業 0 - 0 -
放送業 0 - 0 -
情報サービス業 7 11.8% 7 47.1%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他の情報通信業 1 X 1 X
運輸業・郵便業 1 X 1 X
卸売業・小売業 6 29.5% 6 80.5%
金融業・保険業 0 - 0 -
学術・開発研究機関 1 X 1 X
専門ｻｰﾋﾞｽ業 0 - 0 -
技術ｻｰﾋﾞｽ業 2 X 2 X
その他のサービス業 0 - 0 -
その他の業種 0 - 0 -














は平均 62.7 箇月である。業種別では、競合製品・サービス出現までの期間については医薬品製造業（46.9 箇
月）や鉄鋼業（40.8 箇月）、総合化学工業（36.5 箇月）で長く、また利益を生み出す期間では医薬品製造業






























表 7-3. 業種別 主力製品・サービス分野での新製品・サービス投入後の競合出現期間と利益期間 
 
 




N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
農林水産業 3 X X 4 78.0 84.0
鉱業・採石業・砂利採取業 2 X X 2 X X
建設業 50 26.1 24.0 48 62.1 60.0
食料品製造業 64 14.1 6.0 61 40.8 12.0
繊維工業 14 25.3 18.0 16 60.4 30.0
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 6 17.0 12.0 4 55.5 48.0
印刷・同関連業 4 22.5 24.0 4 30.0 24.0
医薬品製造業 28 46.9 21.0 26 119.5 96.0
総合化学工業 48 36.5 24.0 48 78.8 60.0
油脂・塗料製造業 17 16.8 12.0 18 55.0 36.0
その他化学工業 40 26.4 12.0 41 66.3 36.0
石油製品・石炭製品製造業 7 19.3 24.0 8 114.0 36.0
プラスチック製品製造業 31 26.2 24.0 32 62.3 42.0
ゴム製品製造業 9 20.0 12.0 8 65.3 30.0
窯業・土石製品製造業 34 30.5 24.0 32 82.2 60.0
鉄鋼業 34 40.8 36.0 31 87.4 60.0
非鉄金属製造業 21 25.0 24.0 24 85.5 60.0
金属製品製造業 32 20.1 12.0 31 65.9 48.0
はん用機械器具製造業 19 29.4 24.0 19 97.3 60.0
生産用機械器具製造業 76 31.4 24.0 78 62.2 36.0
業務用機械器具製造業 36 24.5 21.0 38 57.7 36.0
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 28 20.0 12.0 28 48.0 36.0
電子応用･電気計測機器製造業 20 29.4 18.0 19 47.7 36.0
その他の電気機械器具製造業 46 18.5 12.0 47 46.4 36.0
情報通信機械器具製造業 27 13.8 12.0 28 46.6 36.0
自動車・同付属品製造業 48 26.0 24.0 45 49.6 48.0
その他の輸送用機械器具製造業 11 36.0 18.0 12 93.8 60.0
その他の製造業 29 20.0 12.0 33 64.2 36.0
電気･ガス･熱供給・水道業 4 15.0 12.0 4 18.0 6.0
通信業 0 - - 0 - -
放送業 0 - - 0 - -
情報サービス業 23 19.0 12.0 26 43.2 36.0
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 2 X X 2 X X
運輸業・郵便業 2 X X 3 X X
卸売業・小売業 18 21.3 14.5 19 38.9 18.0
金融業・保険業 1 X X 1 X X
学術・開発研究機関 5 26.4 36.0 7 103.7 36.0
専門サービス業 4 34.5 36.0 3 X X
技術サービス業 12 20.6 12.0 12 28.0 24.0
その他のサービス業 2 X X 2 X X
その他の業種 1 X X 1 X X
合計 858 25.7 18.0 865 62.7 36.0
競合出現までの期間（月） 利益を生み出す期間（月）
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 379 26.3 18.0 387 62.2 36.0
10億円以上100億円未満 325 25.7 18.0 330 64.4 48.0
100億円以上 154 24.0 12.0 148 60.4 36.0








る」の 5 点尺度で重要性を尋ねている。 
表 7-5 はそれらの度数分布と 5 点尺度の平均値をまとめたものである。この表によれば、回答した企業全体
として、重視度の平均値が高い利益確保手段は、特許による保護（4.0）、製品・サービスの先行的な市場化に
よる顧客との関係性の確立（3.9）生産ノウハウの保護・管理（3.9）といった手段である。5点尺度のうち4点以上
を付けた企業の割合が多い順に各手段を並べたものが図 7-1 である。 
 












1 2 3 4 5
a. 特許による保護 1046 4.0 2.1 5.1 30.1 24.1 38.6
b. 意匠・商標による保護 1010 3.8 2.9 9.4 37.1 27.5 23.1
c. 営業秘密による保護 1046 3.8 0.6 5.4 45.5 25.8 22.7
d. 製品・サービス設計の複雑化 952 3.4 7.0 17.3 54.2 16.6 4.8
e. 要素技術・プロセスのブラックボックス化 987 3.6 3.3 12.5 43.7 25.9 14.6
f. 外形デザイン・感性的要素による差別化 922 3.4 9.2 23.4 40.9 19.0 7.5
g. 製品インターフェースの工夫による使い勝手の向上 913 3.8 3.0 9.7 43.4 32.4 11.5
h. 生産ノウハウの保護・管理 1046 3.9 0.4 4.4 38.6 33.1 23.5
i. 製造装置・設備等の内製化 981 3.5 5.9 16.0 41.1 26.0 11.0
j. 大規模な設備投資を通じたスケールメリットの実現
   によるコスト優位の確立
987 3.4 7.1 21.8 38.9 23.8 8.4
k. 早期に生産を開始し、製造ノウハウ蓄積、製造に
   習熟することを通じた生産コストの削減
987 3.6 2.0 13.0 44.0 30.7 10.3
l. 製品・サービスの素早い市場投入による、市場の
   先押さえ
1019 3.8 0.9 7.9 36.6 37.3 17.3
m. 製品・サービスの先行的な市場化による顧客との
   関係性の確立
1031 3.9 0.8 5.6 30.8 40.3 22.5
n. 製品・サービスに関連するオプション品・消耗品・
   アフターサービス等の展開
923 3.7 4.0 14.1 43.9 27.5 10.5
o. 製品・サービスの、規格標準化への取り組み 967 3.5 5.0 14.0 47.3 25.3 8.5
p. 企業及び製品・サービスのブランド力の構築・活用 1044 3.8 1.1 5.6 34.7 40.6 18.1
q. 需要変動に柔軟に対応しうる生産システムの確立 1017 3.7 0.9 8.8 40.9 34.8 14.6




































































表 7-6. 業種別 主力製品・サービスの 2008 年度と 2010 年度の売上高（百万円） 
 
 
表 7-7. 資本金階級別 主力製品・サービスの 2008 年度と 2010 年度の売上高（百万円） 
 
 








N 平均値（A) 中央値（B) N 平均値（C) 中央値（D)
農林水産業 4 16783.0 13332.5 5 14986.8 3551.0 -1796.2 -9781.5
鉱業・採石業・砂利採取業 4 9433.3 7289.5 5 11607.2 10000.0 2173.9 2710.5
建設業 73 150698.6 50126.0 73 123090.4 44756.0 -27608.2 -5370.0
食料品製造業 74 71239.6 18582.0 74 68311.4 17708.5 -2928.2 -873.5
繊維工業 16 20688.3 5507.5 16 19873.8 5485.0 -814.5 -22.5
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 7 226401.3 95382.0 7 213124.9 90921.0 -13276.4 -4461.0
印刷・同関連業 3 X X 3 X X X X
医薬品製造業 37 30685.5 6304.0 37 35926.8 8576.0 5241.3 2272.0
総合化学工業 60 64830.0 7585.5 60 61119.2 9544.0 -3710.8 1958.5
油脂・塗料製造業 18 17533.0 6546.0 18 17856.8 5242.5 323.8 -1303.5
その他化学工業 41 39602.6 10439.0 42 37674.8 10772.5 -1927.8 333.5
石油製品・石炭製品製造業 12 586637.2 7787.5 12 510580.2 6392.0 -76057.0 -1395.5
プラスチック製品製造業 32 15043.5 8226.0 33 16069.0 7633.0 1025.5 -593.0
ゴム製品製造業 10 318827.5 6234.5 10 295836.6 6047.0 -22990.9 -187.5
窯業・土石製品製造業 40 19803.7 9180.5 40 18295.2 7568.5 -1508.5 -1612.0
鉄鋼業 39 177425.9 46338.0 40 136790.6 28458.5 -40635.3 -17879.5
非鉄金属製造業 25 55960.6 14670.0 25 51824.7 15127.0 -4135.9 457.0
金属製品製造業 32 25205.9 7959.0 34 21907.1 7076.0 -3298.8 -883.0
はん用機械器具製造業 29 81389.0 7141.0 29 67754.3 5845.0 -13634.7 -1296.0
生産用機械器具製造業 85 19040.1 7692.0 86 15380.4 5491.5 -3659.7 -2200.5
業務用機械器具製造業 36 46792.6 7738.5 36 39970.1 6346.5 -6822.5 -1392.0
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 30 120543.2 6477.0 30 85407.9 7426.5 -35135.3 949.5
電子応用･電気計測機器製造業 19 18287.2 6057.0 19 18321.2 4770.0 34.0 -1287.0
その他の電気機械器具製造業 59 28435.9 8152.0 59 26574.7 7920.0 -1861.2 -232.0
情報通信機械器具製造業 31 99284.0 4476.0 31 94956.1 5396.0 -4327.9 920.0
自動車・同付属品製造業 53 221474.7 21638.0 53 218518.4 19092.0 -2956.3 -2546.0
その他の輸送用機械器具製造業 12 84929.7 19253.0 12 72248.3 21328.0 -12681.4 2075.0
その他の製造業 38 44779.2 11651.5 38 44087.2 11433.5 -692.0 -218.0
電気･ガス･熱供給・水道業 15 1204378.1 631452.0 15 1127203.8 573878.0 -77174.3 -57574.0
通信業 2 X X 2 X X X X
放送業 0 - - 0 - - - -
情報サービス業 33 18636.2 1918.0 33 17307.3 1698.0 -1328.9 -220.0
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 3 X X 3 X X X X
運輸業・郵便業 3 X X 3 X X X X
卸売業・小売業 21 22340.4 5272.0 21 19568.4 5072.0 -2772.0 -200.0
金融業・保険業 2 X X 2 X X X X
学術・開発研究機関 9 1516.0 982.0 9 1370.4 836.0 -145.6 -146.0
専門サービス業 6 3218.8 898.0 6 3388.2 924.0 169.4 26.0
技術サービス業 14 14573.0 8884.5 14 12837.4 8095.5 -1735.6 -789.0
その他のサービス業 2 X X 2 X X X X
その他の業種 1 X X 1 X X X X
合計 1030 96196.2 10913.5 1038 86428.1 9889.0 -9768.1 -1024.5
C-A D-B08売上高 10売上高
N 平均値（A) 中央値（B) N 平均値（C) 中央値（D)
1億円以上10億円未満 457 9519.6 3451.0 462 9582.3 3245.0 62.7 -206.0
10億円以上100億円未満 377 29336.3 17573.0 379 27917.5 15798.0 -1418.8 -1775.0
100億円以上 196 426897.4 154679.0 197 379211.2 142237.0 -47686.2 -12442.0




表 7-8. 業種別 主力製品・サービスの 2008 年度と 2010 年度の営業利益率 
 




N 平均値（A) 中央値（B) N 平均値（C) 中央値（D)
農林水産業 4 15.0% 13.0% 4 15.5% 14.0% 0.5% 1.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 4 4.5% 4.5% 4 7.5% 8.0% 3.0% 3.5%
建設業 70 4.1% 2.0% 70 3.8% 2.0% -0.3% 0.0%
食料品製造業 62 5.4% 3.0% 63 6.5% 4.0% 1.1% 1.0%
繊維工業 16 6.4% 3.0% 16 8.9% 6.0% 2.5% 3.0%
ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 5 3.8% 4.0% 6 3.3% 4.5% -0.5% 0.5%
印刷・同関連業 3 X X 3 X X X X
医薬品製造業 29 16.9% 9.0% 29 17.9% 10.0% 1.0% 1.0%
総合化学工業 50 10.2% 5.0% 50 14.7% 8.0% 4.5% 3.0%
油脂・塗料製造業 16 4.2% 3.9% 16 8.6% 6.0% 4.4% 2.1%
その他化学工業 37 7.3% 6.0% 37 8.2% 6.6% 0.9% 0.6%
石油製品・石炭製品製造業 10 -3.9% 0.5% 10 -3.5% 2.9% 0.4% 2.4%
プラスチック製品製造業 30 4.8% 3.0% 31 7.4% 6.0% 2.6% 3.0%
ゴム製品製造業 10 5.0% 4.6% 10 9.7% 9.5% 4.7% 4.9%
窯業・土石製品製造業 38 5.9% 2.9% 38 7.0% 4.4% 1.1% 1.5%
鉄鋼業 36 10.8% 5.0% 35 9.5% 4.0% -1.3% -1.0%
非鉄金属製造業 22 6.6% 3.5% 24 10.8% 7.0% 4.2% 3.5%
金属製品製造業 32 4.6% 2.0% 33 6.9% 5.0% 2.3% 3.0%
はん用機械器具製造業 26 4.9% 5.0% 26 5.8% 5.5% 0.9% 0.5%
生産用機械器具製造業 72 6.1% 5.0% 72 5.3% 5.0% -0.8% 0.0%
業務用機械器具製造業 30 8.6% 4.5% 30 9.5% 5.0% 0.9% 0.5%
電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 27 3.7% 3.0% 28 9.9% 5.0% 6.2% 2.0%
電子応用･電気計測機器製造業 17 3.0% 6.0% 18 7.3% 6.0% 4.3% 0.0%
その他の電気機械器具製造業 50 10.2% 5.1% 53 9.6% 6.0% -0.6% 0.9%
情報通信機械器具製造業 28 5.1% 3.0% 28 6.4% 5.0% 1.3% 2.0%
自動車・同付属品製造業 46 1.2% 1.0% 46 6.0% 5.0% 4.8% 4.0%
その他の輸送用機械器具製造業 11 14.5% 7.2% 11 19.0% 9.4% 4.5% 2.2%
その他の製造業 31 9.3% 5.0% 33 11.1% 6.0% 1.8% 1.0%
電気･ガス･熱供給・水道業 13 3.5% 4.0% 14 6.7% 7.0% 3.2% 3.0%
通信業 1 X X 1 X X X X
放送業 0 - - 0 - - - -
情報サービス業 30 8.7% 4.8% 29 12.1% 5.0% 3.4% 0.2%
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・その他情報通信業 3 X X 3 X X X X
運輸業・郵便業 3 X X 3 X X X X
卸売業・小売業 18 6.7% 3.5% 18 6.5% 4.0% -0.2% 0.5%
金融業・保険業 2 X X 2 X X X X
学術・開発研究機関 9 -24.9% 3.0% 9 -15.6% 0.0% 9.3% -3.0%
専門サービス業 5 3.6% 1.0% 5 -0.2% 0.0% -3.8% -1.0%
技術サービス業 11 -0.6% 1.0% 11 -3.3% 1.0% -2.7% 0.0%
その他のサービス業 2 X X 1 X X X X
その他の業種 1 X X 1 X X X X
合計 910 6.2% 4.0% 921 7.9% 5.0% 1.7% 1.0%
08利益率 10利益率 C-A D-B
N 平均値（A) 中央値（B) N 平均値（C) 中央値（D)
1億円以上10億円未満 414 7.0% 4.0% 422 8.4% 5.0% 1.4% 1.0%
10億円以上100億円未満 338 6.0% 3.0% 340 7.7% 5.0% 1.7% 2.0%
100億円以上 158 4.8% 3.0% 159 7.3% 5.0% 2.5% 2.0%
合計 910 6.2% 4.0% 921 7.9% 5.0% 1.7% 1.0%




















があると回答した企業は 152 社であり、全体の 13.0%であった。昨年度（2010 年度）調査では、有効回答
1,189 社のうち 141 社（11.9%）が海外研究開発拠点を有していると回答しており、今年度調査では海外に研
究開発拠点を有する企業からの回答が若干多くなっていることがわかる。なお、昨年度と今年度の調査の両方
に回答した企業（836 社）を対象として、海外研究開発拠点の有無を比較すると、同設問に回答のあった 776






資本金規模が大きいほど海外に研究開発拠点を設置している企業の割合が多い。資本金 1 億円以上 10 億
円未満の企業で海外拠点を持っている企業の割合は、4.3%であるのに対し、資本金 100 億円以上の企業で

































表 8-2. 資本金階級別 海外研究開発拠点の有無 
 
N 回答数 割合 回答数 割合
1億円以上10億円未満 494 21 4.3% 473 95.7%
10億円以上100億円未満 433 48 11.1% 385 88.9%
100億円以上 245 83 33.9% 162 66.1%
合計 1172 152 13.0% 1020 87.0%
海外研究開発拠点なし海外研究開発拠点あり
N 回答数 割合 回答数 割合
農林水産業 5 0 0.0% 5 100.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 0 0.0% 5 100.0%
建設業 83 0 0.0% 83 100.0%
食料品製造業 86 9 10.5% 77 89.5%
繊維工業 18 3 16.7% 15 83.3%
パルプ・紙・紙加工品製造業 9 2 22.2% 7 77.8%
印刷・同関連業 5 0 0.0% 5 100.0%
医薬品製造業 39 9 23.1% 30 76.9%
総合化学工業 70 10 14.3% 60 85.7%
油脂・塗料製造業 22 8 36.4% 14 63.6%
その他の化学工業 48 11 22.9% 37 77.1%
石油製品・石炭製品製造業 12 3 25.0% 9 75.0%
プラスチック製品製造業 34 3 8.8% 31 91.2%
ゴム製品製造業 13 4 30.8% 9 69.2%
窯業・土石製品製造業 43 0 0.0% 43 100.0%
鉄鋼業 43 1 2.3% 42 97.7%
非鉄金属製造業 30 2 6.7% 28 93.3%
金属製品製造業 37 1 2.7% 36 97.3%
はん用機械器具製造業 31 3 9.7% 28 90.3%
生産用機械器具製造業 95 9 9.5% 86 90.5%
業務用機械器具製造業 41 10 24.4% 31 75.6%
電子部品・デバイス・電子回路製造業 31 7 22.6% 24 77.4%
電子応用･電気計測機器製造業 22 5 22.7% 17 77.3%
その他の電気機械器具製造業 61 10 16.4% 51 83.6%
情報通信機械器具製造業 42 9 21.4% 33 78.6%
自動車・同付属品製造業 60 15 25.0% 45 75.0%
自動車以外の輸送用機械器具製造業 13 3 23.1% 10 76.9%
その他の製造業 42 6 14.3% 36 85.7%
電気･ガス･熱供給・水道業 15 0 0.0% 15 100.0%
通信業 2 X X X X
放送業 0 - - - -
情報サービス業 39 2 5.1% 37 94.9%
インターネット付随・その他の情報通信業 3 X X X X
運輸業・郵便業 6 0 0.0% 6 100.0%
卸売業・小売業 24 2 8.3% 22 91.7%
金融業・保険業 2 X X X X
学術・開発研究機関 13 1 7.7% 12 92.3%
専門サービス業 6 0 0.0% 6 100.0%
技術サービス業 16 1 6.3% 15 93.8%
その他のサービス業 2 X X X X
その他の業種 4 2 50.0% 2 50.0%















ると回答した 152 社のうち、地域別の拠点数について回答があった企業を対象として、各地域別に 1 拠点以上
有している企業数とその割合をまとめたものが表 8-3 である。 
 





い。表 8-4 は海外に有する研究開発拠点の総数を、また表 8-5 は研究開発拠点を置く地域の総数を整理した
ものである。表 8-4 に示されるように、海外に 1 拠点のみを設けている企業の割合は 34.0%であり、2～6 拠点
を設けている企業が半数以上を占めている。なかには、13 拠点を設けている企業も存在する。一方、設置地
域の総数をみると、1 地域のみに研究開発拠点を置く企業は全体の 36.1%であるのに対して、2～3 地域に拠
点を置く企業が半数近くを占めている。 
 
表 8-4. 海外研究開発拠点の総数       表 8-5. 海外研究開発拠点を置く地域の総数 






北米 148 88 59.5%
欧州 148 69 46.6%
中国 147 80 54.4%
インド 147 12 8.2%
韓国 147 16 10.9%
その他アジア諸国 148 58 39.2%



















よび表 8-7 である。 




























表 8-7. 資本金階級別 海外研究開発拠点の地域総数と拠点総数 
 
N 平均値 中央値 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 20 1.6 1.0 1.4 1.0
10億円以上100億円未満 47 2.2 2.0 1.8 2.0
100億円以上 80 3.8 3.0 2.7 3.0
合計 147 3.0 2.0 2.3 2.0
地域総数拠点総数
N 平均値 中央値 平均値 中央値
農林水産業 0 - - - -
鉱業・採石業・砂利採取業 0 - - - -
建設業 0 - - - -
食料品製造業 9 2.3 2.0 1.8 2.0
繊維工業 3 X X X X
パルプ・紙・紙加工品製造業 1 X X X X
印刷・同関連業 0 - - - -
医薬品製造業 9 2.4 2.0 2.1 2.0
総合化学工業 10 3.3 2.5 2.2 2.0
油脂・塗料製造業 8 4.9 4.5 2.9 3.0
その他の化学工業 10 2.7 2.5 2.2 2.0
石油製品・石炭製品製造業 3 X X X X
プラスチック製品製造業 3 X X X X
ゴム製品製造業 4 2.8 2.5 2.3 2.5
窯業・土石製品製造業 0 - - - -
鉄鋼業 1 X X X X
非鉄金属製造業 2 X X X X
金属製品製造業 1 X X X X
はん用機械器具製造業 2 X X X X
生産用機械器具製造業 9 3.1 3.0 2.3 2.0
業務用機械器具製造業 10 3.3 2.5 2.3 2.0
電子部品・デバイス・電子回路製造業 7 3.7 3.0 2.6 3.0
電子応用･電気計測機器製造業 5 1.8 1.0 1.8 1.0
その他の電気機械器具製造業 10 1.9 2.0 1.7 1.5
情報通信機械器具製造業 8 3.9 3.5 2.8 3.0
自動車・同付属品製造業 15 3.2 3.0 2.7 2.0
自動車以外の輸送用機械器具製造業 3 X X X X
その他の製造業 6 2.5 2.0 2.0 2.0
電気･ガス･熱供給・水道業 0 - - - -
通信業 0 - - - -
放送業 0 - - - -
情報サービス業 1 X X X X
インターネット付随・その他の情報通信業 1 X X X X
運輸業・郵便業 0 - - - -
卸売業・小売業 2 X X X X
金融業・保険業 0 - - - -
学術・開発研究機関 1 X X X X
専門サービス業 0 - - - -
技術サービス業 1 X X X X
その他のサービス業 0 - - - -
その他の業種 2 X X X X






















表 8-8. 海外主力研究開発拠点の所在地 
 















北米 88 - 59.1% 47.7% 11.4% 13.6% 36.4% 11.4%
欧州 69 75.4% - 47.8% 10.1% 14.5% 42.0% 8.7%
中国 80 52.5% 41.3% - 12.5% 8.8% 37.5% 6.3%
インド 12 83.3% 58.3% 83.3% - 8.3% 33.3% 16.7%
韓国 16 75.0% 62.5% 43.8% 6.3% - 62.5% 6.3%
その他アジア諸国 58 55.2% 50.0% 51.7% 6.9% 17.2% - 12.1%




















表 8-10. 海外主力研究開発拠点の研究開発者数と研究開発支出額 
 
ただし、3年前（2007年度）と比べた主力拠点での研究開発支出額の増減をみると、中国やその他アジア地




表 8-11. 海外主力研究開発拠点における研究開発支出額の増減（3 年前からの変化） 
 
 
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
北米 30 58951.8 4972.5 33 175.9 20.0 26 1295.8 242.8
欧州 22 6603.2 2352.5 19 41.2 13.0 18 122.4 98.3
中国 28 1537.3 212.5 29 41.0 8.0 25 42.5 29.8
インド 2 X X 1 X X 1 X X
韓国 1 X X 3 X X 1 X X
その他アジア諸国 11 2477.0 800.0 16 208.9 13.5 11 70.3 60.7
その他地域 2 X X 2 X X 2 X X






























北米 32 25.0% 9.4% 34.4% 9.4% 15.6% -9.4% 6.3%
欧州 23 30.4% 8.7% 21.7% 4.3% 21.7% -13.0% 13.0%
中国 31 12.9% 3.2% 19.4% 19.4% 22.6% 25.8% 22.6%
インド 2 X X X X X X X
韓国 2 X X X X X X X
その他アジア諸国 9 11.1% 0.0% 33.3% 11.1% 33.3% 33.3% 11.1%
その他地域 2 X X X X X X X
合計 101 19.8% 5.9% 27.7% 11.9% 20.8% 6.9% 13.9%
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北米 53 7.5% 24.5% 37.7% 0.0% 22.6% 1.9% 3.8% 1.9%
欧州 25 8.0% 32.0% 24.0% 0.0% 32.0% 0.0% 4.0% 0.0%
中国 39 2.6% 10.3% 59.0% 2.6% 15.4% 2.6% 7.7% 0.0%
インド 2 X X X X X X X X
韓国 3 X X X X X X X X
その他アジア諸国 17 11.8% 5.9% 41.2% 5.9% 29.4% 0.0% 5.9% 0.0%
その他地域 2 X X X X X X X X


















また、研究開発者については、表 8-15 のように主力拠点が所在する現地の国籍を持つ研究者の割合が 7
割強を占める。主力拠点において、日本人研究者の占める割合は、北米・欧州・中国ともに 4 分の 1 から 5 分
の 1 程度になっている。 






















北米 54 50.0% 25.9% 1.9% 35.2% 75.9% 16.7% 5.6% 7.4% 7.4%
欧州 25 44.0% 56.0% 4.0% 24.0% 76.0% 12.0% 16.0% 0.0% 4.0%
中国 40 37.5% 12.5% 5.0% 60.0% 82.5% 10.0% 12.5% 7.5% 2.5%
インド 2 X X X X X X X X X
韓国 3 X X X X X X X X X
その他アジア諸国 19 47.4% 31.6% 15.8% 57.9% 63.2% 0.0% 5.3% 5.3% 5.3%
その他地域 2 X X X X X X X X X
合計 145 43.4% 26.9% 4.8% 43.4% 77.2% 12.4% 9.0% 8.3% 4.8%
N 日本国籍 拠点所在地の国籍 その他国籍
北米 54 50.0% 44.4% 5.6%
欧州 25 48.0% 52.0% 0.0%
中国 40 85.0% 12.5% 2.5%
インド 2 X X X
韓国 3 X X X
その他アジア
諸国
18 77.8% 22.2% 0.0%
その他地域 2 X X X
合計 144 65.3% 31.9% 2.8%
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る企業の割合が多く、「週に 1 回程度」と回答する企業と合わせて 50%以上を占めている。中国に所在する主








めている。活動成果の報告要求については、「月に 1 回程度」と「半年に 1 回程度」が多く、回答した企業の全
体の 4 分の 3 近くを占めている。ただし、中国に所在する主力拠点は、他の地域の拠点と比べて、「年に 1 回」














北米 49 4.1% 4.1% 24.5% 34.7% 22.4% 8.2% 2.0%
欧州 24 0.0% 0.0% 12.5% 37.5% 29.2% 8.3% 12.5%
中国 39 7.7% 12.8% 15.4% 25.6% 15.4% 7.7% 15.4%
インド 2 X X X X X X X
韓国 3 X X X X X X X
その他アジア諸国 17 0.0% 5.9% 17.6% 41.2% 17.6% 5.9% 11.8%
その他地域 2 X X X X X X X
合計 136 3.7% 5.9% 19.1% 33.1% 20.6% 7.4% 10.3%
N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
北米 31 21.4% 12.0% 29 70.9% 75.0% 29 6.8% 0.0%
欧州 19 25.9% 8.0% 19 66.5% 80.0% 19 7.6% 0.0%
中国 29 25.6% 14.0% 29 70.4% 84.0% 29 0.6% 0.0%
インド 1 X X 1 X X 1 X X
韓国 3 X X 3 X X 3 X X
その他アジア諸国 16 16.9% 13.0% 16 77.8% 87.0% 16 5.4% 0.0%
その他地域 2 X X 2 X X 2 X X








































北米 50 4.0% 6.0% 26.0% 54.0% 10.0% 0.0% 0.0%
欧州 24 0.0% 4.2% 12.5% 66.7% 16.7% 0.0% 0.0%
中国 37 2.7% 8.1% 37.8% 29.7% 16.2% 2.7% 2.7%
インド 2 X X X X X X X
韓国 3 X X X X X X X
その他アジア諸国 16 6.3% 6.3% 25.0% 43.8% 12.5% 0.0% 6.3%
その他地域 2 X X X X X X X








北米 47 44.7% 46.8% 4.3% 2.1% 10.6%
欧州 24 33.3% 50.0% 0.0% 4.2% 12.5%
中国 37 45.9% 37.8% 5.4% 13.5% 8.1%
インド 2 X X X X X
韓国 3 X X X X X
その他アジア諸国 15 60.0% 40.0% 6.7% 6.7% 0.0%
その他地域 2 X X X X X
合計 130 45.4% 43.1% 3.8% 6.2% 9.2%
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表 8-19. 海外主力研究開発拠点における現地の異業種企業（顧客企業、供給企業等）との連携 
 
 









自己評価により回答してもらった。それらの結果を整理したものが、表 8-21、表 8-22、表 8-23 である。 
 










北米 47 25.5% 55.3% 8.5% 4.3% 12.8%
欧州 24 20.8% 58.3% 12.5% 12.5% 20.8%
中国 37 45.9% 32.4% 5.4% 10.8% 5.4%
インド 2 X X X X X
韓国 3 X X X X X
その他アジア諸国 15 46.7% 33.3% 0.0% 20.0% 0.0%
その他地域 2 X X X X X







北米 48 29.2% 31.3% 6.3% 10.4% 31.3%
欧州 23 21.7% 39.1% 8.7% 21.7% 39.1%
中国 37 59.5% 10.8% 10.8% 8.1% 21.6%
インド 2 X X X X X
韓国 3 X X X X X
その他アジア諸国 15 33.3% 20.0% 6.7% 20.0% 20.0%
その他地域 2 X X X X X

















北米 46 2.2% 10.9% 65.2% 21.7% 0.0% 8.7%
欧州 22 0.0% 9.1% 59.1% 31.8% 0.0% 22.7%
中国 37 0.0% 8.1% 29.7% 56.8% 5.4% 54.1%
インド 2 X X X X X X
韓国 3 X X X X X X
その他アジア諸国 14 0.0% 7.1% 57.1% 28.6% 7.1% 28.6%
その他地域 2 X X X X X X
合計 126 0.8% 8.7% 52.4% 35.7% 2.4% 28.6%
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表 8-22. 海外主力研究開発拠点の過去 3 年間の研究開発効率（研究開発期間の短縮）に対する評価 
 
 



































北米 46 2.2% 8.7% 67.4% 21.7% 0.0% 10.9%
欧州 22 0.0% 0.0% 77.3% 22.7% 0.0% 22.7%
中国 37 0.0% 8.1% 54.1% 29.7% 8.1% 29.7%
インド 2 X X X X X X
韓国 3 X X X X X X
その他アジア諸国 14 0.0% 7.1% 50.0% 28.6% 14.3% 35.7%
その他地域 2 X X X X X X

















北米 46 2.2% 4.3% 52.2% 39.1% 2.2% 34.8%
欧州 22 0.0% 0.0% 59.1% 36.4% 4.5% 40.9%
中国 37 2.7% 0.0% 51.4% 37.8% 8.1% 43.2%
インド 2 X X X X X X
韓国 3 X X X X X X
その他アジア諸国 14 0.0% 0.0% 57.1% 28.6% 14.3% 42.9%
その他地域 2 X X X X X X










表 8-24. 海外主力研究開発拠点における日本の研究開発拠点および本社との関係と成果との相関 
 
注： *は 10%水準で有意。 
 
次に、主力拠点における現地の企業・大学等との連携の有無や程度と成果との関係を、表 8-25 に示す。こ







表 8-25. 海外主力研究開発拠点における現地の企業・大学等との連携と成果との相関 
  












N 125 125 125 125
相関係数 .012 .066 .135 .084
N 125 125 125 125


















N 126 126 126 126
相関係数 .077 .095 .177** .138
N 125 125 125 125
相関係数 .084 .070 .149* .120
N 125 125 125 125
相関係数 .143 .177** .196** .203**
N 126 126 126 126
相関係数 -.038 -.005 .062 .008
N 125 125 125 125
相関係数 .064 .099 .136 .118
N 125 125 125 125




























表 8-26. 海外主力研究開発拠点の研究開発成果と日本での研究開発成果との相関 
 



















N 122 121 122 122 121
相関係数 .138 .128 .125 .183** .195**
N 122 121 122 122 121
相関係数 .179** .058 .180** .134 .187**
N 122 121 122 122 121
相関係数 .191** .135 .245*** .276*** .283***
N 122 121 122 122 121




































す影響が注視されてきた。このため、2008 年度調査では、2003 年 1 月から 2005 年 12 月までの 3 年間を対
象期間として合併・買収の実施状況を把握するとともに、当該期間中に合併・買収を実施したとする企業につ
いては、それに伴って研究開発活動に生じた変化を明らかにした。また、2009 年度調査では、2006 年 1 月か
































図 9-1. 過去 3 年間の主力製品・サービス分野における他社の合併・買収実施状況（N=1126） 
 
 





















































N N ％ N ％ N ％ N ％
農林水産業 5 0 0.0% 0 0.0% 1 20.0% 4 80.0%
鉱業・採石業・砂利採取業 5 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 100.0%
建設業 80 7 8.8% 2 2.5% 0 0.0% 71 88.8%
食料品製造業 83 7 8.4% 3 3.6% 2 2.4% 71 85.5%
繊維工業 18 1 5.6% 0 0.0% 0 0.0% 17 94.4%
パルプ・紙・紙加工品製造業 8 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 5 62.5%
印刷・同関連業 5 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 100.0%
医薬品製造業 38 12 31.6% 1 2.6% 2 5.3% 23 60.5%
総合化学工業 66 3 4.5% 1 1.5% 1 1.5% 61 92.4%
油脂・塗料製造業 22 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 21 95.5%
その他の化学工業 47 6 12.8% 1 2.1% 2 4.3% 38 80.9%
石油製品・石炭製品製造業 10 1 10.0% 0 0.0% 2 20.0% 7 70.0%
プラスチック製品製造業 32 2 6.3% 2 6.3% 1 3.1% 27 84.4%
ゴム製品製造業 12 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 100.0%
窯業・土石製品製造業 43 5 11.6% 0 0.0% 0 0.0% 38 88.4%
鉄鋼業 43 4 9.3% 1 2.3% 0 0.0% 38 88.4%
非鉄金属製造業 31 5 16.1% 1 3.2% 1 3.2% 24 77.4%
金属製品製造業 37 3 8.1% 0 0.0% 0 0.0% 34 91.9%
はん用機械器具製造業 31 3 9.7% 1 3.2% 1 3.2% 26 83.9%
生産用機械器具製造業 89 6 6.7% 2 2.2% 4 4.5% 77 86.5%
業務用機械器具製造業 41 3 7.3% 1 2.4% 2 4.9% 35 85.4%
電子部品・デバイス・電子回路製造業 29 8 27.6% 1 3.4% 1 3.4% 19 65.5%
電子応用・電気計測器製造業 20 2 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 18 90.0%
その他の電気機械器具製造業 59 3 5.1% 0 0.0% 1 1.7% 55 93.2%
情報通信機械器具製造業 40 3 7.5% 2 5.0% 1 2.5% 34 85.0%
自動車・同附属品製造業 59 4 6.8% 0 0.0% 3 5.1% 52 88.1%
その他の輸送用機械器具製造業 12 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 100.0%
その他の製造業 41 3 7.3% 1 2.4% 1 2.4% 36 87.8%
電気・ガス・熱供給・水道業 15 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 15 100.0%
通信業 2 X X X X X X X X
情報サービス業 33 5 15.2% 1 3.0% 2 6.1% 25 75.8%
インターネット付随・その他情報通信業 3 X X X X X X X X
運輸業・郵便業 6 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 100.0%
卸売業・小売業 23 1 4.3% 2 8.7% 0 0.0% 20 87.0%
金融業・保険業 2 X X X X X X X X
学術・開発研究機関 11 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 10 90.9%
専門サービス業 6 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 5 83.3%
技術サービス業 16 3 18.8% 1 6.3% 1 6.3% 11 68.8%
その他のサービス業 2 X X X X X X X X
その他の業種 1 X X X X X X X X
合計 1126 107 9.5% 25 2.2% 30 2.7% 964 85.6%






図 9-2. 他社の合併・買収への対応策の実施状況 
 
 



























































































































表 10-1. 主な研究開発優遇税制とその特徴 

















に係わらず企業が試験研究費を計上していれば総額の 8～10%（2003 年度～2005 年までは時限的に 10～




制度が統合された 2006 年度～2007 年度は、これらの制度による控除額を併せた額が法人税額の 20%を超























る。資本金階級別（表 10-3）にみると、1 億円以上 10 億円未満の企業では実施割合が 25.7%であるのに対し



















表 10-2. 業種別 大学・公的研究機関との共同研究・委託研究の実施状況 
 
 






























































10-5）にみると、昨年度調査では 1 億円以上 10 億円未満の企業では実施割合が 32.5%であるのに対して、
100 億円以上の企業は 81.5%が共同研究・委託研究を実施している。同様に、今年度調査では 1 億円以上
10 億円未満の企業では実施割合が 27.9%であるのに対して、100 億円以上の企業は 80.4%である。昨年度
と同様に、今年度においても企業規模によって実施状況が異なっていることがわかる。 
 
































































じめ、0%超 10%未満の業種も 8 業種見受けられる。 
資本金階級別（表 10-7）にみると、制度の利用状況にはそれほど大きな差はみられない。最も利用企業の
割合が低いのは資本金 10 億円以上 100 億円未満の企業であり、5.3%が利用している。最も利用割合が高い
のは 100 億円以上の企業で 9.7%である。一方、制度の存在を知らず、利用しなかったと回答した企業の割合
は、資本金 100 億円以上の企業で 23.1%であるのに対し、1 億円以上 10 億円未満の企業で 48.0%、10 億









表 10-6. 業種別 試験研究費税額控除制度の利用状況 
 
 







農林水産業 2 X X X
鉱業・採石業・砂利採取業 2 X X X
建設業 46 0.0% 47.8% 52.2%
食料品製造業 36 13.9% 55.6% 30.6%
繊維工業 9 11.1% 55.6% 33.3%
パルプ・紙・紙加工品製造業 4 25.0% 50.0% 25.0%
印刷・同関連業 4 0.0% 75.0% 25.0%
医薬品製造業 24 8.3% 70.8% 20.8%
総合化学工業 39 10.3% 46.2% 43.6%
油脂・塗料製造業 9 11.1% 55.6% 33.3%
その他の化学工業 22 4.5% 40.9% 54.5%
石油製品・石炭製品製造業 8 0.0% 75.0% 25.0%
プラスチック製品製造業 14 14.3% 42.9% 42.9%
ゴム製品製造業 3 X X X
窯業・土石製品製造業 19 10.5% 36.8% 52.6%
鉄鋼業 17 0.0% 70.6% 29.4%
非鉄金属製造業 19 10.5% 52.6% 36.8%
金属製品製造業 6 0.0% 16.7% 83.3%
はん用機械器具製造業 12 8.3% 66.7% 25.0%
生産用機械器具製造業 38 2.6% 52.6% 44.7%
業務用機械器具製造業 15 13.3% 46.7% 40.0%
電子部品・デバイス・電子回路製造業 18 11.1% 77.8% 11.1%
電子応用・電気計測器製造業 8 0.0% 50.0% 50.0%
その他の電気機械器具製造業 19 5.3% 36.8% 57.9%
情報通信機械器具製造業 15 6.7% 66.7% 26.7%
自動車・同附属品製造業 21 4.8% 66.7% 28.6%
その他の輸送用機械器具製造業 7 14.3% 57.1% 28.6%
その他の製造業 18 5.6% 44.4% 50.0%
電気・ガス・熱供給・水道業 12 33.3% 58.3% 8.3%
通信業 1 X X X
情報サービス業 5 0.0% 40.0% 60.0%
運輸業・郵便業 2 X X X
卸売業・小売業 6 16.7% 66.7% 16.7%
学術・開発研究機関 7 0.0% 100.0% 0.0%
専門サービス業 4 0.0% 75.0% 25.0%
技術サービス業 7 14.3% 28.6% 57.1%
その他のサービス業 1 X X X
その他の業種 2 X X X






1億円以上10億円未満 125 9.6% 42.4% 48.0%
10億円以上100億円未満 190 5.3% 50.0% 44.7%
100億円以上 186 9.7% 67.2% 23.1%















集計結果（表 10-8）によれば、資本金 10 億円以上 100 億円未満の企業が制度に対して肯定的な回答をして
いる割合が高い。 
 
























1億円以上10億円未満 11 27.3% 63.6% 72.7% 81.8%
10億円以上100億円未満 8 50.0% 75.0% 87.5% 87.5%
100億円以上 16 37.5% 37.5% 50.0% 68.8%




表 10-9. 資本金階級別 利用制限事項に該当した企業の割合 
 
 














図 10-1. 昨年度は制度を利用したが、今年度は制度を利用しなかった企業の、利用制限事項（N=23） 
  
N 該当する 該当せず
1億円以上10億円未満 50 84.0% 16.0%
10億円以上100億円未満 89 74.2% 25.8%
100億円以上 116 80.2% 19.8%












1億円以上10億円未満 42 28.6% 14.3% 40.5% 23.8%
10億円以上100億円未満 66 31.8% 24.2% 30.3% 22.7%
100億円以上 93 32.3% 31.2% 19.4% 29.0%























































表 10-11. 資本金階級別 未利用理由 
 
 
図 10-3. 昨年度は利用したが、今年度は利用しなかった企業の、未利用理由（N=23） 
 
 


















1億円以上10億円未満 47 34.0% 44.7% 40.4% 36.2% 10.6%
10億円以上100億円未満 85 45.9% 50.6% 47.1% 36.5% 14.1%
100億円以上 107 41.1% 45.8% 46.7% 31.8% 12.1%






























まず、制度の存在を知らなかった企業（制度不認知企業）188 社のうち、回答のあった 183 社についてみて




































1億円以上10億円未満 58 25.9% 39.7% 34.5%
10億円以上100億円未満 85 14.1% 36.5% 49.4%
100億円以上 40 7.5% 47.5% 45.0%
合計 183 16.4% 39.9% 43.7%
1億円以上10億円未満 350 80.9% 10.9% 8.3%
10億円以上100億円未満 227 74.4% 15.0% 10.6%
100億円以上 41 58.5% 19.5% 22.0%
































































































































































番号 業種 番号 業種 番号 業種 
1. 農林水産業 15. 窯業・土石製品製造業 29. 電気･ガス･熱供給・水道業 
2. 鉱業・採石業・砂利採取業 16. 鉄鋼業 30. 通信業 
3. 建設業 17. 非鉄金属製造業 31. 放送業 
4. 食料品製造業 18. 金属製品製造業 32. 情報サービス業 
5. 繊維工業 19. はん用機械器具製造業 33. ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ付随・30～32 以外の 
6. ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙・紙加工品製造業 20. 生産用機械器具製造業  情報通信業 
7. 印刷・同関連業 21. 業務用機械器具製造業 34. 運輸業・郵便業 
8. 医薬品製造業 22. 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業 35. 卸売業・小売業 
9. 総合化学工業 23. 電子応用･電気計測機器製造業 36. 金融業・保険業 
10. 油脂・塗料製造業 24. 23 以外の電気機械器具製造業 37. 学術・開発研究機関 
11. 9～10 以外の化学工業 25. 情報通信機械器具製造業 38. 専門ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの) 
12. 石油製品・石炭製品製造業 26. 自動車・同付属品製造業 39. 技術ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの) 
13. プラスチック製品製造業 27. 26 以外の輸送用機械器具製造業 40. 37～39 以外のサービス業 



























































































































































































十兆 兆 千億 百億 十億 一億 千万 百万
輸出高 百万円
十兆 兆 千億 百億 十億 一億 千万 百万
  営業利益 百万円










  注２：正社員とは貴社で一般に正社員と呼ばれている社員を言います。 
  注３：非正社員とは上記の正社員以外で、貴社の業務を担当している方を指します。 
  注４：企業外に出向している正社員は“正社員数”から除外してください。 
注５：他組織から出向し、自社に来ている方の数は非正社員数に入れて計算してください。 
 主要業種   全社  
正社員数       人 
       
人 
  万        万      
非正社員数       人        人 
  万        万      
 
 
問 1-3．貴社の 2010年度における決算月をご記入ください。 
 












a. 貴社からみて親会社  1.無   2.有  （所在国＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿） 









１．はい  ２．いいえ 
b. 会長・社長を含む取締役の半数以上が、創業者の配偶
者・子孫・親族で占められている 
１．はい  ２．いいえ 
 
 


























→問 2-2 にお進みください 
２．社内のみで実施していた 









兆 千億 百億 十億 一億 千万 百万
  a-1. aのうち、人件費 百万円
兆 千億 百億 十億 一億 千万 百万
  a-2．aのうち、外部からの受入研究開発費 百万円










































   への支出
十万円 十万円
百億 十億 一億 千万 百万 十万 百億 十億 一億 千万 百万 十万
b) 親会社・子会社への
   支出
十万円 十万円
百億 十億 一億 千万 百万 十万 百億 十億 一億 千万 百万 十万
c) 親会社・子会社以外
   の企業への支出
十万円 十万円
百億 十億 一億 千万 百万 十万 百億 十億 一億 千万 百万 十万
d) その他組織への支出 十万円 十万円













 直接支出した額 間接的に支出した額 
海外大学への研究開発費支出額 
十万円
十億 一億 千万 百万 十万
 
十万円

































10. その他（            ） 











12. その他（                    ） 
 
 
















1 2 3 4 5 
b. 研究開発効率（目標とする技術や製品・サービスを開発 
するまでの平均期間の短縮） 
1 2 3 4 5 
c. 研究開発活動から生み出された技術的知識（特許や 
ノウハウ、論文等）の質 
1 2 3 4 5 
d. 研究開発活動から生み出された技術的知識のうち、 
製品・サービスに使用された割合 

















a.主要業種の研究開発者総数      人 
       
b.うち博士号取得者数      人 
       
c.うち外国籍研究開発者数      人 
          















a.採用した研究開発者総数（新卒・中途を含む）      人 
       












a.外国籍研究開発者      人 
       
b.女性研究開発者      人 
 
 b-1.新卒の学士号取得者数      人 
          
b-2.新卒の修士号取得者数      人 
       










知的財産活動を実施している →   １．はい     →問 4-2にお進みください 









a. 2010 年度の国内出願件数      件 
       
b. 2010 年度末の国内権利所有数      件 
       























































a. 国内特許権ライセンス収入   １．あった  ２．なかった 
b. 国内特許権ライセンス支出   １．あった  ２．なかった 
 
a.国内特許権ライセンス収入 十万円
千億 百億 十億 一億 千万 百万 十万
b.国内特許権ライセンス支出 十万円




問 4-6.  貴社の研究開発部門では、企業秘密（営業秘密・技術情報等）に関して、どのような管
理をしていますか。下記のそれぞれについて、当てはまる方に○をつけてください。 
 
  はい いいえ 
a.企業秘密等の保持に関する規定を就業規則内で明文化している 1 2 
b.職務や立場ごとに異なった企業秘密の取り扱いを規定している 1 2 
c.従業員・退職者との間で個別に秘密保持契約を締結している 1 2 
d.退職者との間で競業避止契約を締結している 1 2 
e.派遣従業員との間で秘密保持契約を締結している 1 2 








j.企業秘密の管理のため、業務日誌やﾗﾎﾞﾉｰﾄを導入している 1 2 









 はい いいえ 
a. 明らかに技術・情報の流出と思われる事象があった 1 2 
















































































(      ) 
最終消費者向け 1 2 3 4 






























a.開発着手から市場投入までの期間    約   年   箇月 
       
b.競合製品が現れるまでの期間      約   年   箇月 
       





































































1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 
b.同業他社  1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 
c.供給企業  1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 















































→ 1．はい（＿＿＿件） 2．いいえ 
c. 技術的に明らかな新規性を持つ製造・生産 
方法、物流・配送方法等の導入を行った 













新製品・サービスの売上高が主要業種売上高に占める割合 →    ％ 
 
 





















その控除しきれなかった金額については、一定の要件の下に 1年間の繰越しが認められます（注 4）。 
注３：平成 21 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度においては、30％相当額と
なります。 






   １．はい  →   問 6-2 以降にご回答ください 





１．利用した         →付問 1、2にお進みください 
２．制度の存在を知っていたが、利用しなかった   →付問 3、4にお進みください 
３．制度の存在を知らず、利用していない      →問 6-3にお進みください 
 





















 a. 税額控除額は十分であった    １．はい ２．いいえ 
 b. 利用の事務手続き時間は短時間であった  １．はい ２．いいえ 
 c. 利用手続は簡便であった     １．はい ２．いいえ 
 d. 税務監査対応は滞りなくできた   １．はい ２．いいえ 
 
 




１．2010 年度が赤字決算であった   １．はい ２．いいえ 
２．研究開発優遇税制の制度を上限まで利用していた １．はい ２．いいえ 
３．控除の対象となる「試験研究費」の範囲が、想定した 
    「研究開発費」の範囲と異なっていた    １．はい ２．いいえ 
４．その他 





１． 税額控除の額の大きさ    １．はい ２．いいえ 
２． 利用手続きの時間的コスト   １．はい ２．いいえ 
３． 手続きの仕方が複雑であること   １．はい ２．いいえ 
４． 税務監査の対応に手間がかかること   １．はい ２．いいえ 
５． その他 
 （                                ） 
 














































































１ 2 3 4 5 n/a  
d. 当該製品・サービスは、顧客の要求やニーズに
合わせて、個別に設計・生産することが多い。 

























1 2 3 4 5 6 
ｂ.ｸﾛｽﾗｲｾﾝｽで利用して
いる技術の割合 
























a.研究テーマの探索 1 2 3 4 5 6 
b.研究テーマの決定 
（アイデア評価・選別） 
1 2 3 4 5 6 
c.研究テーマの継続・打ち切り
の意思決定 
1 2 3 4 5 6 
d.開発・事業化段階への 
移行の意思決定 
1 2 3 4 5 6 
e.開発の継続・打ち切り 
の意思決定 
1 2 3 4 5 6 
f.研究・開発成果の権利化に関
する意思決定 
1 2 3 4 5 6 
g.競争・事業戦略の立案に関す
る意思決定 


















デザインと技術的な機能・性能は →  １．トレードオフの関係がある 






































a. 特許による保護 1 2 3 4 5  n/a 
b. 意匠・商標による保護 1 2 3 4 5  n/a 
c. 営業秘密による保護 1 2 3 4 5  n/a 
d. 製品・サービス設計の複雑化 1 2 3 4 5  n/a 
e. 要素技術・プロセスのブラックボックス化 1 2 3 4 5  n/a 
f. 外形デザイン・感性的要素による差別化 1 2 3 4 5  n/a 
g. 製品ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽの工夫による使い勝手の向上 1 2 3 4 5  n/a 
h. 生産ノウハウの保護・管理 1 2 3 4 5  n/a 
i. 製造装置・設備等の内製化 1 2 3 4 5  n/a 
j. 大規模な設備投資を通じたスケールメリッ
トの実現によるコスト優位の構築 
1 2 3 4 5  n/a 
k.早期に生産を開始し、製造ﾉｳﾊｳ蓄積、製造に
習熟することを通じた生産コストの削減  
1 2 3 4 5  n/a 
l. 製品・サービスのすばやい市場投入による、
市場の先押さえ 
1 2 3 4 5  n/a 
m. 製品・サービスの先行的な市場化による顧客
との関係性の確立 
1 2 3 4 5  n/a 
n. 製品・ｻｰﾋﾞｽに関連するｵﾌﾟｼｮﾝ品・消耗品・ 
ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ等の展開 
1 2 3 4 5  n/a 
o. 製品・サービスの、規格標準化への取り組み 1 2 3 4 5  n/a 
p. 企業及び製品・サービスのブランド力の 
構築・活用 
1 2 3 4 5  n/a 
q. 需要変動に柔軟に対応しうる生産システム
の確立 
1 2 3 4 5  n/a 
r. 販売・サービス網の整備 1 2 3 4 5  n/a 






   １番目に有効  ＿＿＿＿ 
   ２番目に有効  ＿＿＿＿ 









      １．有している     →  問 8－2以降にご回答ください 





























































千億 百億 十億 一億 千万 百万 十万
 













    無かった） 






















































































































1 2 3 4 5 
B b. 現地の異業種の企業 
（顧客企業、サプライヤー 
企業等）との研究協力 
1 2 3 4 5 
c. 現地の大学・研究機関等 
との研究協力 














































→ 問 9-2にお進みください。 
３．上記以外の合併・買収  
４．合併・買収のいずれも実施されていない → 31頁にお進みください。 
 







    A 社のシェア 約＿＿＿％ 








a. 対抗的な合併・買収 1 2 3 
b. 新しい製品市場への参入 1 2 3 
c. 当該製品市場からの撤退 1 2 3 
d. 製品を差別化するためのﾃﾞｻﾞｲﾝ戦略の変更 1 2 3 
e. 販売・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略の対象地域の変更 1 2 3 
f. 研究開発費の増加 1 2 3 
g. 研究開発費の削減 1 2 3 
h. 特許出願件数の増加 1 2 3 
i. 特許出願件数の削減 1 2 3 
j. 新規技術の研究開発の着手 1 2 3 
k. 研究開発領域の変更 1 2 3 



















































 平成 23 年度調査は、以下のメンバーが調査の実施、調査データの分析及び報告書の取りまとめを担当し
た。 
 
隅藏 康一 第 2 研究グループ 総括主任研究官 
古澤 陽子 第 2 研究グループ 研究員 
枝村 一磨 第 2 研究グループ 研究員 
米山 茂美 第 2 研究グループ 客員研究官（武蔵大学経済学部教授）、元総括主任研究官 
長谷川 光一 第 2 研究グループ 元研究員 
山内 勇 第 2 研究グループ 元研究員 
 
 
 
調査票の発送、回収、データ入力等の作業は、株式会社日本統計センターへの役務委託により実施した。 
Web 調査に関係するシステムの開発および集計等の作業は、株式会社サーベイリサーチセンターへの役務
委託により実施した。 
 
  
  
 
 
